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Nomenclatures 

 

A,B,C Fitting parameter 

E0 Energy of the explosion [J] 

I  Scaled Impulse [-] 

I Impulse [m] 

M Mach number of the blast or the flame front [-] 

Mm Maximum Mach number of the flame front [-] 

P  Scaled pressure [-] 

R Distance from the explosion center [m] 

R  Scaled distance [-] 

R0 Initial radius of the explosion [m] 

RS Specific length [m] 

RRH Specific length of Rankine-Hugoniot scale [m] 

RSS Specific length of Sachs scale = (E0/p0)1/3 [m] 

RST Specific length of Strehlow scale [m] 

V0 Initial volume of the explosion [m3] 

c0 Ambient sound speed [m/s] 

c1 Sound speed in an initial unburst sphere [m/s] 

e Internal energy [J/kg] 

p Pressure of the blast [Pa] 

p0 Ambient pressure [Pa] 

p1 Pressure in initial unburst sphere [Pa] 

p2 Pressure of the incidental shock [Pa] 

pmax Maximum pressure of the blast [Pa] 

r Displacement of a flame edge [pixel] 

t Arrival time difference of the blast and the sound [s] 

ts Time difference for brightness subtraction [s] 

td Time difference for image correlation [s] 



 

tS Arrival time of the blast [s] 

u Particle velocity [m/s] 

 Expansion Ratio [-] 

0  Specific heat ratio of ambient atmosphere [-] 

1  Specific heat ratio of an initial unburst sphere [-] 

’  Specific heat ratio of burnt mixture at constant pressure [-] 

  Density [kg/m3] 

e  Energy density [J/m3] 

0  Density of ambient atmosphere [kg/m3] 

1  Density in an initial unburst sphere [kg/m3]

  



 

第1章 序論 

 

1.1 水素爆発 

2011 年 3 月 11 日の東日本大震災は、地震・津波による未曾有の被害を与え

るものであった。しかし、その後に続く宮城県気仙沼や千葉県市原での火災、

さらには福島第一原子力発電所における爆発による被害も看過できるものでは

ない。福島第一原子力発電所における爆発は、冷却機能を失ったために過熱し

た燃料棒を構成するジルコニウムと水との反応によって水素が生成され、その

水素が、同じく過熱により発生した設計圧の 2 倍におよぶ水蒸気圧により、一

緒に格納容器から漏れ出し建屋へ充満したところ、何らかの着火源によって爆

発へ至ったものとされている[1]－[3]。 

水素は次世代燃料の一つとして期待され、燃料電池や水素エンジン搭載の自

動車が研究開発され、水素供給ステーションの試験的運用 [4]や、量産型水素燃

料電池車の販売も始まり、注目を集めている。一般社会への普及に際しては、

製造・運搬・貯蔵のインフラを整備し、コストや安全性の問題点を解決するこ

とが必要である。特に、1983 年スウェーデンのストックホルム市街地で起き

た水素爆発事故[5]をみても、市街地での水素ステーションの設置には、爆発事

故災害の危険性評価と安全対策について充分に検討する必要があることがわか

る。過去の研究結果に基づいて水素-空気の爆発基本特性についてまとめた報告

[6][7]から、水素は燃焼速度が大きく[8][9] （当量比 1.8 で層流燃焼速度約 3 

m/s、他の炭化水素燃料は 0.数 m/s）、また、他の燃料に比べて、混合気の可燃

範囲がモル分率 4 vol%～75 vol%と広く、最小着火エネルギも 10-2 mJ のオー

ダと小さい[8]ことから、静電気によるスパークなどで容易に着火し爆発に至る

可能性がある。水素は他の炭化水素燃料と比べて、極めて爆発しやすい燃料で

あり、危険性が高いといえる。 

今後、多量の水素を取り扱う貯蔵施設や製造プラントが、昨今国際的に深刻

な問題となっているテロなどの犯罪の標的にされる可能性もあり水素の爆発に

ついて正しい理解とその影響評価は急務である。  
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1.2 爆風 

爆発は、圧力の開放による圧力波をもって定義付けることができる。したが

って圧力容器が壊れるような場合も一種の爆発と考えることができ、厳密には

化学反応を伴わないものを物理的爆発、化学反応を伴うものを化学的爆発と呼

ぶが、前者を単に破裂、後者を爆発と呼ぶことが多い。  

物理的爆発とは、蓄積された圧力が何らかのきっかけで容器破壊を引き起こ

し開放される場合を指す。例えば圧力容器が傷などで所定の圧力に耐えられず

破壊される場合や、炎天下で気温の上昇が容器内の圧力上昇を引き起こして破

壊に至るような現象である。また、水蒸気爆発や平衡破綻型の爆発も物理的爆

発の一種である。高圧を蓄えた密閉状態の容器が破裂すると、内外の圧力差を

駆動力として圧力波が発生する。  

化学的爆発は、火薬にみられるような分子の分解や、化学プラントにおける

反応暴走、可燃性物質の燃焼によって引き起こされることが多い。いずれの場

合も反応によるガス生成物の他に、液相からの蒸発や、燃焼では 1000 ℃を超

える温度上昇が、容器内部の圧力上昇を後押しする。密閉容器内で化学的爆発

が発生し、引き続いて容器の破壊が起きれば、物理的な爆発と同様に圧力波が

発生する。そればかりか、化学的爆発では化学反応による圧力の上昇が開口か

らの圧力の減少に比べて速い場合、密閉度が低くとも容器を破壊することがあ

り、さらには完全に開放された条件であっても、圧力上昇の元となる反応生成

物と温度上昇がピストンのように働いて周囲の気体を押し出すため、圧力波が

発生しうる。 

いずれの場合でも発生した圧力波は、爆風と呼ばれる。爆発が一度発生する

と、爆風や密閉容器の破壊に伴う内容物の放散など、当該施設のみならず近隣

へ極めて大きな影響を与えるため、発生した場合の爆風過圧を予測することは

極めて重要である。   

 

1.3 爆燃と爆ごう  

先に述べた化学的爆発は、その反応の伝播速度によって大きく二つに分類さ

れる。伝播速度が音速を超えない場合を爆燃 (deflagration)と呼び、音速を超え
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る場合を爆ごう(detonation)と呼ぶ[11]。燃焼で発生した圧力上昇は、音波とし

て周囲へ伝わるため、圧力によるエネルギは音速で散逸する。しかし、伝播速

度が音速を超える場合、圧力上昇のエネルギは散逸せず、燃焼反応面に集中す

ることになる。そのため、爆ごうでは爆燃に比して数倍の圧力が発生する。  

また、容器内で爆発が発生した場合、爆燃では初めに破損した部分から圧力

波が音速でエネルギを散逸させるため、破損部分が大きく裂けることはあって

も、それ以上の破壊は起こりにくく、爆風もその裂け目から発生するのみであ

る。しかし爆ごうでは、より速く燃焼が容器全体を駆け巡るため、容器の破壊

も裂けるだけでは済まず、粉々の小さな破片となりその破片が超音速で飛散し

える上、爆ごうが継続している最中爆ごう波の波頭では圧力の減衰がないため

被害は甚大となる。さらに、衝撃波の反射はその非線形な振る舞いから、音波

の反射で見られるような進行波と反射波の重なりによって生じる 2 倍の圧力で

は済まず、単純な衝撃波反射を想定した場合、単原子分子で 6 倍、二原子分子

で 8 倍の反射圧を生じる可能性を持つ[10]。 

以上のような背景から、産業において爆発を防ぐことは重要であるが、爆ご

うの発生は絶対に避けなければならない。爆発が爆燃として始まった後に、様々

な原因によって加速して爆ごうに至る場合がある。火炎を加速する原因は多数

あり、例えば、既反応と未反応の境界である火炎面は、乱れによって細かく折

りたたまれたような状態になると実質的な面積が増えるため、反応速度が増し

火炎伝播を加速させる。したがって、伝播経路に流れが乱されるような物体が

あることで、火炎は乱流火炎と呼ばれる状態になり、より速く伝播する。しか

し、乱れの原因となる物体がありすぎると、流れ自体を阻害し火炎伝播を遅く

する。管内において管の断面積に対して邪魔板の面積の割合を Blockage Ratio

と呼び、火炎伝播が乱れて加速する挙動は、その値に基づき研究されている [12]。

開放空間中でメタンやエタン火炎を障害物によって加速させて爆ごうへの遷移

を試みた実験が行われており [13][14]、開放空間においても障害物など火炎伝

播を加速させる要因がある場合は危険である。ただし、障害物のない完全な開

放空間では、火炎の加速による爆ごうへの遷移は容易に生じない [9]とされる。

したがって安全対策として、障害物や密閉空間の完全除去による爆ごう発生の
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回避を図ることが可能である。  

ただし、爆ごうへの転移が抑止できるとしても、爆燃による爆風過圧はなお

存在するため、過圧による影響範囲の予測は重要である。爆燃の場合は、容器

や集塵器等の閉鎖・半閉鎖空間が始めに破壊される状況によって大きく異なる。

爆燃で発生する圧力上昇を完全に抑え込めれば破損が軽微で済むが、大規模な

設備で爆発圧力を上回る耐圧性能を持たせることは、受圧面が大きくなるため

困難になる。壊さないことを前提にするのとは逆に、大規模な設備において爆

燃による機器の破損を軽減する手法として容器等に圧力放散口と呼ばれる脆弱

部を設け、わずかな圧力上昇によって敢えてその脆弱部を破壊させ、圧力を放

散することで本体内の圧力上昇を抑える方法が用いられている[15]。しかしな

がら、例えば水素―空気等の同じ物質であっても、爆燃になるか爆ごうになる

かは、混合比のみならず、着火エネルギ、伝播経路等によって異なるため、各

状況における検討が必要である。ただし、三次元的な広がりを持つ空間で爆ご

うを引き起こす最小の着火エネルギについては、参考文献[16]によって分かっ

ており測定方法も確立している。  

 

1.4 労働災害における爆発  

一度爆発が発生するとその影響は設備内に留まらず、周辺にも影響をおよぼ

す。先に挙げた福島原子力発電所の水素爆発については、その後の放射性物質

の漏えいの影響が深刻であるため、爆発自体の被災状況については事故調査報

告書にはほとんど触れられていない[1]－[3]。無論これは爆風影響がなかったこ

とを示すわけではなく、周囲の建屋に深刻な影響を及ぼしているものの、被災

状況が整理できなかったことを意味している。  

その後も、化学産業を中心に爆発災害は頻発し、近隣に家屋の破損、住民の

怪我などの被害を及ぼしたことから、経済産業省、総務省消防庁、厚生労働省

の関係 3 省は「石油コンビナート等における災害防止対策検討関係省庁連絡会

議」[17]を立ち上げ、2014 年にその報告書を取りまとめ業界団体等に災害防止

に向けた取り組みを進める要請をした。以下では「石油コンビナート等におけ

る災害防止対策検討関係省庁連絡会議」の発足の元となった東ソー株式会社南
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陽事業所、三井化学株式会社岩国大竹工場、日本触媒姫路製造所の 3 つの災害

と、発足後発生した三菱マテリアル四日市工場の災害について、事故調査報告

書から労働災害にみられる爆発の原因と影響について以下に挙げる。従来研究

されてきた爆ごうを伴う爆発に類する災害は三菱マテリアル四日市工場のみで

あり、残りの三つは容器破裂と、開放された可燃物の爆燃による爆発で、爆ご

うを伴う爆発は労働災害にはまれである。  

 

1.4.1 東ソー株式会社  南陽事業所[18]  

2011 年 11 月 13 日、山口県周南市にある東ソー株式会社南陽事業所第二塩

化ビニルモノマー製造施設において、漏洩爆発火災災害が発生した。本災害は、

ほぼ丸１日にわたり炎上するとともに、死者１名の人的被害が発生した。  

この災害は、エチレンから塩化ビニルモノマーを精製するプラントにおいて、

初期工程での緊急放出弁の故障に端を発して、プラントの全行程の緊急停止と

縁切りが行われた際、還流槽内で塩化ビニルモノマーと塩酸とが鉄錆を触媒と

して反応暴走を起こしたものである。その結果、槽の耐圧 1.9 MPaG 以上に達

して破裂、爆発、炎上したとされている。反応の解析から、2 MPaG を超えた

のち 10 秒で 10 MPaG に至ることが判明している。爆発は少なくとも 2 回発

生しており、そのうち一つは槽の破裂であると考えられる。  

 

1.4.2 三井化学株式会社岩国大竹工場[19] 

2012 年 4 月 22 日、山口県玖珂郡にある三井化学株式会社岩国大竹工場レゾ

ルシン製造施設において、爆発火災災害が発生した。本災害では、ほぼ 15 時間

にわたり、火災が発生するとともに死者 1 名及び負傷者 25 名の人的被害を出

した。 

この災害は、レゾルシンの製造過程で、原料のメタジイソプロピルベンゼン

に空気をバブリングして中間生成物ジヒドロパーオキサイドに転化させる際に

蒸気発生プラントの不具合によって、緊急停止措置で窒素バブリングに切り替

えられたものを、インターロックを手動で切って窒素バブリングを止めたこと

によってジヒドロパーオキサイドが暴走的に分解したことに起因する。この時、
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容器は、設計耐圧の 0.8 MPa に対して、マンホールのボルト破断の状態からそ

れを大幅に上回る 8 MPa まで上昇して破裂したものである。この災害でもビ

デオ映像から破裂後火球を伴う 2 度目の爆発が発生していることも確認されて

いる。爆風がどちらの爆発に起因するものであるかまでは不明であるが、負傷

者のうち 14 名は周辺住民であり、主に爆風によって破損した窓ガラスにより

受傷したものである。  

 

1.4.3 日本触媒姫路製造所 [20] 

2012 年 9 月 29 日、兵庫県姫路市の株式会社日本触媒  姫路製造所  アクリ

ル酸製造施設において、アクリル酸中間タンク（V-3138）の爆発・火災災害が

発生し、死者 1 名、負傷者 36 名の人的被害が発生した。  

この災害は、アクリル酸中間タンクへ冷却コイルよりも液面が高い状態で液

溜めをしたにも関わらず、循環用のポンプを稼働しなかったため、冷却コイル

よりも高い位置のアクリル酸が二量化し加熱されていき、中間タンクのき裂に

伴い平衡破綻による破裂を経て何らかの着火源により爆発が起きたものである。

中間タンクのき裂は構造解析から 0.24～0.29 MPa で発生し、飛散物距離から

最終的な爆発の圧力は 0.45～0.64 MPa であったと報告されている。爆発の規

模は Trinitrotluene を基準とした TNT 当量で 1～3 kg 程度であった。  

 

1.4.4 三菱マテリアル四日市工場 [21] 

2014 年 1 月 9 日、三菱マテリアル株式会社四日市工場において、高純度多

結晶シリコン製造施設の工程内にある第 6 水素精製設備から取り外した水冷熱

交換器の開放洗浄作業中に爆発火災災害が発生し、死者 5 名、負傷者 13 名の

人的被害が発生した。当該災害では、横倒しにした水冷熱交換器の上部カバー

を外した瞬間に内部で爆発が発生して、爆風によって飛んだ上部カバーの直撃

で 4 名が死亡、また爆風自体によって周辺で作業していた 1 名が死亡、8 名が

打撲捻挫等被災した。  

爆発の原因は、クロロシランポリマーが低温で加水分解した物質が爆発した

ためである。これまでその性状の知られていなかったクロロシランポリマーの
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低温加水分解生成物が、TNT の 30%程度の爆発性を有すること、また衝撃感度

も高くなることが示された。爆ごう性については調べられていないため、爆ご

うを伴った爆発か否かの結論を付けることはできないが、この災害の原因とな

ったクロロシランポリマーの低温加水分解生成物は火薬に近い性状を持ってい

たといえる。20～30 m 離れた周辺設備の窓ガラスの破損状況から参考文献 [22]

の爆風曲線を用いて災害を解析した結果、TNT 換算で 0.2～7 kg の爆発に相当

するとしている。ただし、参考文献 [21]の爆風圧は 1,3,5-Trinitroperhydro-

1,3,5-triazineを主剤とした C－4爆薬の実験結果について得られた式をそのま

ま使っているため、C－4 爆薬と TNT の威力差を加味すると、もう少し薬量評

価は大きくなる。  

 

1.5 爆風評価の必要性  

火薬類など爆ごうを起こしやすい物質の開放空間での爆発は、理想的な点爆

発とみなせることが分かっており、比較的良好な再現性を示す実験が行われて

きた[23]。また、理論的にも爆発に寄与するエネルギと周囲圧力を用いて距離

と爆風圧力を無次元化した、いわゆる Sachs のスケール則によって、爆発する

物質の種類や量によらない単一の爆風曲線が得られており、実験の結果との対

応も良好である。この爆風曲線は、適切に扱うことによって爆発物のエネルギ

と爆心からの距離を用いて爆風過圧の評価が可能であるため、家屋の破損を予

測することや爆発災害の調査等において利用することができる。爆風曲線をこ

のように用いることが、産業現場やひいては一般社会において有用である理由

を以下では述べる。  

 

1.5.1 リスク評価 

リスク評価では、ハザードの大きさと発生確率を知ることが重要である。数

値流体力学(Computational Fluid Dynamics :CFD)の計算においては、可燃性

物質の分布、着火位置の情報が不可欠であり、比較的単純な爆発災害を想定し

た場合であっても、詳細であるがゆえに初期状態の微細な違いに応じて爆風過

圧の発生の状況は変化する。したがって、爆発のハザード評価では爆風の減衰
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曲線を用いて大局的にハザードの大きさを把握し、CFD 計算によって数例のケ

ーススタディを行うことで現象を把握する使い方が望ましい。CFD による計算

を行わなければならない例としては、爆風を受ける物体の形状によって圧力集

中を生じる可能性がある場合が挙げられる。  

また、爆風の減衰曲線は通常爆心方向に垂直な方向で測定されているので、

爆心方向を向いた窓などでは反射を考慮する必要がある。爆ごうによる爆風の

衝撃波では、音波と異なり非線形に反射圧がでることを考慮しておく必要があ

る。文献[24]では衝撃波反射を考慮した爆風圧の計算結果も掲載されている。   

 

1.5.2 災害調査 

Enrico Fermi は、マンハッタン計画の核爆発の実験において、爆風の到達時

に離した一片の紙が地面に落ちるまでの間に爆風によって運ばれた距離から、

核爆発のエネルギを算出した[25]。少ない情報から目的の値を概算する、俗に

Fermi 推定と呼ばれる例である。この例にみられるように、爆発の評価手法を

利用すれば、事前予測としてのみならず、発生した爆発について重要な情報を

得ることができる。すなわち、起因物質と爆発に寄与した量についての情報で

ある。 

爆発災害調査において、当該現場の記録から、取り扱っていた物質の中で爆

発する可能性がある物とその量に爆風の減衰曲線を適用して家屋などの破損状

況を説明する。ただし、粉じん爆発として知られるように、微細化した物が空

気中に均一に分散されれば、ほとんど全ての可燃物は爆発するため、考慮すべ

き物質は多岐に渡る。ただし、粉じん爆発のような燃焼反応が可燃物質と空気

中の酸素の反応に起因する爆発では、空気の量によってそのエネルギ密度が決

定されるため、物質自身のエネルギのみから算出してはならない。また、ある

地点の家屋などの破損状況から、爆風の強さ、すなわち雰囲気圧力に対する過

圧を推定し、爆発に寄与したエネルギ量を算出することが可能であるため、こ

のエネルギ量が、物質の燃焼量から求めたエネルギと適切に一致する条件を考

えなければならない。  

例えば、建屋内で爆発があり、当該建屋の他にも近隣の建屋が爆風によって
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破壊されていたとする。近隣建屋の破損状況がほぼ等しい二つの爆発、すなわ

ち TNT 換算量が等しい爆発だったとしても、エネルギ密度の高い火薬の爆発

と、気相での爆発を比較すれば、火薬では爆心に近い部分でより高い圧力を発

生させるため、爆発が発生した建屋内の被害は大きくなる。そのため、火薬の

爆発と気相の爆発では被害状況が大きく異なり、そこから凝縮相での爆発なの

か、気相部分での爆発なのかを区別することが可能である[26]。 

 

1.6 本研究の目的  

本章では爆発災害を根絶することは難しく、発生すれば近隣へ影響を及ぼす

ため、爆発による被害を予測しておくことが社会的に重要であることを述べて

きた。本論文は、爆発による被害の内、爆風過圧による家屋などの破損に焦点

を当て、爆風過圧を正しく予測する手法について水素の爆発を例にとって数値

計算と爆発実験によって論じたものである。 

論文の構成は以下の 6 章から成っている。  

第 1 章は序論であり、本研究の目的とその内容を記している。爆発の定義か

ら始め、一般に言われる燃焼による爆発の位置づけ、労働災害における爆発の

被害例を示し、それらを防ぐあるいは防護するためには爆風評価が不可欠であ

ることを述べ、社会的な必要性を論じた。その上で本研究の内容を概述し、そ

の位置付け、役割などを明らかにしている。  

第 2 章では、爆ごうを伴う爆発の爆風曲線に関する研究に立脚した従来の爆

風研究を理論、計算、実験についてまとめる。その上で、爆燃による爆風を破

裂の場合を含めて検討し、加味するべき内容を明示する。 

第 3 章では、破裂による爆風を、不連続面を含む流れを精度良く計算できる

Random-Choice 法を用いて数値計算を行った結果から論じ、種々の初期条件

で、高圧ガス容器の破裂による爆風の減衰過程を数値解析し、実際の爆発事故

に直接適用できる評価方法を新たに提唱する。また、建屋等で爆燃が起きた場

合に比較的低い圧力で破壊が起きた場合についても、破裂と同様に扱うことが

できることを示す。  

第 4 章では、開放空間における爆燃による爆風を高速度ビデオ撮影と爆風測
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定を同時に行った結果から爆燃に適用すべき爆風曲線を提案する。実験は風船

につめた水素－空気混合気を、風船を割らずに着火する半開放条件と、割った

直後に着火する完全開放条件との実験に分けて考察した。特に完全開放実験で

は、高速度ビデオによる映像から、野外での実験ゆえ避けられない背景の写り

こみを避ける手法としてデジタル画像の差分処理と、また、従来の二値化法で

ははっきりしない火炎面を捕らえるために画像相関法とを利用し、組み合わせ

て差分画像相関法として火炎伝播速度測定を行った結果から、火炎伝播挙動が

顕著に圧力波に影響を及ぼすことを示す。 

第 5 章では、爆発時の爆風の到達時間を基に、爆発の規模を正しく推定する

ための手順を第 3 章、第 4 章の結果を踏まえて検討する。ここでは爆風の到達

時間を理論的に計算した上で、爆発規模を推定するための手順を示す。その結

果を爆ごうを伴う爆発について行った実験結果に適用して手法の有効性を示す。 

第 6 章は結論である。各章で得られた知見を要約し、また、爆風評価をする

際に爆発を爆ごう、破裂、爆燃の 3 種に分類する必要性についてまとめ、結び

としている。  
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第2章 爆風評価に関する既往の研究 

 

2.1 概要 

本章では、従来の爆発物の爆風影響の研究を基礎とする爆風曲線を元に、水

素爆発の評価方法についてまとめる。また、本来爆ごうを伴う爆発の理論に当

てはまらない、破裂と開放空間における爆燃による爆風を対比し、爆燃につい

ては、理論的に火炎伝播速度が重要な要素であるにもかかわらず、爆発災害の

規模予測には直接的に用いられておらず、TNT 収率に代表される経験的なパラ

メータによって説明がされてきたこと、また、漏洩量、漏洩時間、着火位置な

どが指定された場合であれば数値計算による検討も可能であることも併せて示

す。 

 

2.2 爆ごうを伴う爆発による爆風 

2.2.1 基本的な考え方  

爆ごうを伴う爆発による爆風は、爆発に使われたエネルギの 1/3 乗に比例す

ることが知られている[1]。また、極座標下の音響学的な理論から圧力波のエネ

ルギが過圧の 2 乗で評価されるのに対して圧力波の伝播によって圧力波面が距

離の 2 乗で増加するため、爆風エネルギが爆風波面にとどめられると考えれば、

爆風の過圧は距離の逆数に比例する。したがって、最も単純に距離 R 離れた位

置での爆風の最大圧力 p [Pa]を、エネルギ E0 [J]、雰囲気圧力 p0 [Pa]で表せば

式(2-1)のようになる。  

 

R

E
pp

3
0

0    (2-1) 

 

爆ごうを伴う爆発による爆風は衝撃波として伝播するため、前述の簡単な式

に対して修正が必要になる。伝播を表す方程式を解析的に解くには漸近的な解

法によらざるを得ないが、少なくとも解の存在は証明されている[2]。比較的容

易に得られる近似解からは、爆発の遠方に相当する距離では前述の式(2-1)に漸
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近し、距離が短いところでは距離の 3 乗に反比例して減衰することが示されて

いる[3]。また、中間の距離を含めて補間する様々な実験式が提唱されている[4]。 

爆風の減衰曲線について、現在最も標準的な取り扱い方法は、爆風過圧を周

囲雰囲気圧力で除して無次元化し、距離を Sachs の特性長 RSS [m] 

 

RSS =(E0/ p0)1/3  (2-2) 

 

で除して無次元化した基礎方程式を、数値計算によって解いて得られた爆風の

減衰曲線を用いる手法である[3]。図 2-1 に、文献[3]にある爆風の減衰曲線を示

した。点爆発に模し得る爆ごうを伴う爆発による爆風は、前記の Sachs のスケ

ール則と呼ばれる無次元化によって、この爆風の減衰曲線に収れんする。した

がって、爆発のエネルギと雰囲気圧力が決定されれば、ある距離における爆風

圧力を評価することが可能である。  

雰囲気圧力を大気圧で仮定した場合に、図 2-1 に示した爆風の減衰曲線が、

どのようになるかを示したのが図 2-2 である。図 2-2 では、横下軸が m/J1/3 と

いう変則的な単位の換算距離を対数尺で表している。この単位は、3 乗するこ

とによって m3/J となり、エネルギ密度の単位 J/m3 の逆数を表している。任意

の爆風の距離依存性が図 2-1 の曲線で表されると仮定するなら、球状の爆発物

の半径を R0
 [m]、エネルギ密度をe

 [J/m3]として、式(2-2)は 

 

R0/RSS p01/3= (4e/3)-1/3  (2-3) 

 

と変形でき、あるエネルギ密度e をもつ物質の爆発では、そのエネルギ密度に

係数 4/3 をかけた値の 1/3 乗の逆数が示す、m/J1/3 単位の換算距離から爆風が

発生するものと考えることができる。したがって、従来の Sachs のスケール則

からは、爆風の減衰曲線上で、物質の違いは爆風の始点の違いとして解釈され、

その始点から爆風の減衰曲線をたどることで、爆発による近隣での爆風圧力を

見積もることができ、家屋の破壊について予測できる。その始点よりも爆心側

については、爆風の減衰曲線は情報を与えないが、定常爆ごうであれば爆心か
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ら爆ごうの終点まで定圧であると考えて良い。図 2-2 では左辺が下軸、右辺が

上軸を表しており、上軸はエネルギ密度に 4/3 をかけた値をとり、Pentolite

のエネルギ密度 8.48 GJ/m3[3]を破線で、当量比１の水素－空気混合気のエネ

ルギ密度を水素の燃焼熱 241.8 kJ/mol[5]及び 25 ℃、101.325 kPa として計算

した 2.92 MJ/m3 を点線で、エネルギ密度と爆風開始点の関係例として同時に

示した。 

図 2-1 の爆風曲線を利用すると、問題は全て爆発に寄与したエネルギの評価

に還元され直感的にも分かりやすく、爆発の規模を端的に表すのに都合がよい。

実際に起きた家屋の破損等から爆風過圧を推定してこのエネルギ量で表せば、

起きた災害の爆発規模を比較することができる。爆発の規模を爆薬量、一般に

は TNT 換算量として表すのはこのためである。起きた爆発の評価として爆風

波面でのエネルギの保存を仮定しているので、TNT 換算量が等しい二つの爆発

において中心からの距離 A での爆風過圧が同一であるなら、より離れた距離 B

における爆風過圧は同一となるため、同程度の爆風を与える爆発を表すのに

TNT 換算量を用いることは全く問題ない。問題は、与えられた物質が TNT と

比較してどの程度の威力で爆発するか、爆ごうを伴わない場合には事前にわか

らないことである。文献[6]では、開放空間における気体の爆発について 100 件

におよぶ実際の爆発災害が表としてまとめられている。そのうち 22 件につい

ては TNT 収率と物質量、または TNT 収率と複合要素(物質量と熱量と可燃範

囲と最大火炎伝播速度の積で単位はMWm%)とをプロットした図が掲載されて

いる。二つの図はいずれも大きく分散しており、統一的な見解や予見性を示す

ことはできない。物質と TNT との換算係数である TNT 収率が不明な以上、リ

スク評価においても、災害調査で原因物質の量を評価するにも TNT 換算量は

意味をなさない。これまで開放空間中でメタンやエタン火炎を障害物によって

加速させて爆ごうへの遷移を試みた実験[7][8]や、国内外の幾つかの研究グルー

プによって水素－空気混合気爆発の大規模な野外実験が行われている[9]－[11]

が、爆ごうを起こすに足るエネルギを最初から与える、いわゆる直接起爆の場

合を除いて、開放空間で爆ごうに至った例はほとんどない。ただし、直接起爆

した場合は、水素空気混合気においても文献 [11]に見られるとおり、5.2、37、
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300 m3 のいずれのスケールの結果も、図 2-1 の爆風の減衰曲線上にプロットさ

れる。しかし、直接起爆に必要なエネルギに足りない 10 J の電気着火では、

300 m3 の大きさでも、自発的に爆ごうへ転移することはなく、11%の Blockage 

Ratio となるよう円柱列を設置した場合では、爆風が弱くなることが確認され

ている。水素空気の爆発について、電気着火の結果と爆発物を用いた直接起爆

の場合、文献[9]で 5.2、37 m3、文献[11]で 300 m3 が比較できる。電気着火の

結果は爆発物を用いた直接起爆の場合と比較して、最も近い位置の圧力センサ

で２桁過圧が小さく、その後の減衰も緩慢であることが分かる。すなわち等し

い量の水素空気混合気を爆発させる場合でも、爆ごうを伴う爆風の結果を用い

て爆燃を説明することは基本的にできない。  

 

2.2.2 爆ごうを伴う水素爆発における影響範囲予測の例 

図 2-1 の爆風の減衰曲線は、無次元化された換算距離 2.5 以上の遠方でも式

(2-1)で表されるよりも若干速く減衰するため、ここでは式(2-4)  

 

B

SRR

A

p

pp

)/(0

0 
   (2-4) 

 

を仮定して補間し被害を与える距離を推算してみる。RS は爆発の特性長を表し

Sachs のスケール則では RSS であり、、は爆発の減衰曲線を最小二乗法で補

間した場合のパラメータである。無次元化された換算距離 2.5 以降のデータを

用いてパラメータを決定すると、パラメータ=0.294、=1.15 を得ることがで

きる。その結果、爆風圧力が雰囲気圧力の 0.01 倍、すなわち大気圧下でガラス

窓が破壊されると考えられる 1 kPa[12]に相当する換算距離は 21 であること

が計算できる。エネルギ密度から求まる初期半径の無次元化された換算距離が

0.2 であることから、初期半径のおおよそ 100 倍が被害を与える影響範囲と推

測できる。地表面での爆発では地面の反射効果によっておよそ 2 倍のエネルギ

による爆発に相当するとして評価すれば[13]、2 の立方根倍により初期半径の

129 倍の距離が被害を与える影響範囲にあたる。  
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2.3 爆燃による爆風  

爆ごうしない物質について、TNT 収率という概念を用いてエネルギの解放率

の問題と考えることで、図 2-1 の減衰曲線を適用する方法[1]が広く用いられて

いる。また、爆発を等級分けし、その等級における類似の減衰曲線を適用する

手法[14]も用いられている。爆ごうを伴う爆発について、完全に爆発しきらな

い場合もありえ、その場合には正しい取扱いと考えることができる。しかし

2.2.1 項で示したとおり、爆燃の爆風について、爆風過圧の大きさを TNT 収率

を通して事前に知ることはできず、かつ、その減衰の傾向も爆ごうを伴う爆発

の爆風と異なる。本来 Sachs のスケール則による爆風の減衰曲線は、爆ごうを

伴う爆発についてのみ適用可能であり、爆風の発生過程の異なる爆燃に適用す

るのは問題がある。そもそも爆ごうでは、爆ごう波が爆発する物質と雰囲気と

の接触面で透過衝撃波を発生させて爆風を形成するのに対して、爆燃による爆

風は、燃焼によって周囲空気が押されることが原因となって形成されるもので

あり、その形成過程は Taylor による膨張球面(Expanding sphere)による研究

によって明らかにされている[15]。その研究からは、膨張球面の膨張速度に明

確に依存する結論が得られている。したがって爆風の強さは火炎球の広がる速

さ、すなわち火炎の伝播速度に依存するはずである。例えば開放空間における

水素－空気の爆燃では、爆風の強さは、爆発に寄与するエネルギのみならず、

その火炎伝播速度に強く依存することが理論[16]-[20]上、示されている。文献

[9]では、火炎伝播速度についての考察がなされている。水素空気爆燃の爆風は

5.2、37 m3 と比べて 300 m3 の場合、火炎伝播距離が長くなることから、乱流

が強くなり火炎伝播速度が加速したため、前者で 44m/s であった伝播速度が、

70 m/s になり爆風が強くなったと結論付けている。ただし、この火炎伝播速度

は混合気を保持する構造物内に設置されたイオン電流検知器の位置と反応時間

から得られた平均値である。乱流を火炎加速の理由としている以上、最も乱れ

るのは混合気を保持する構造物の破壊によるものと考えられるので、その直後

での速度計測がなされていないことは問題である。また、火炎の伝播速度を過

圧力ピークと対応づけるとすれば、伝播速度もピーク値を用いるべきで、ある
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区間の平均速度で評価することにも問題がある。理論上はピストンの加速度に

も形成される圧力波が依存することが分かっているが、爆燃を対象とする場合、

爆燃の定義から火炎の伝播速度は音速を超えないため、加速度がマイナスにな

った時点で、最大過圧は音速で周囲へ伝わるため火炎面から離れていく。この

意味でも、伝播速度のピーク値を知ることは重要になる。無論その火炎伝播速

度を含めて TNT 収率を選ぶ、あるいは爆発を等級分けすることも考えうるが、

予測と言う観点からは火炎伝播速度を層流燃焼速度等から推測して評価を行う

べきである。先に述べたとおり、TNT 収率を用いる手法は爆発の尺度として用

いる分にはある程度有効であるが、事前の検討として TNT 収率を決定してお

くことはほとんど不可能である[6]。 

また、開放空間における爆燃による爆風は、ほぼ音波として伝播する点も、

爆ごうに関する爆風とは伝播自体異なる。近距離においては、この衝撃波の有

無で図 2-1 の爆風の減衰曲線が適用可能かを判断することができる。ただし、

爆燃の火炎伝播によって顕著に爆風が形成されるには、数十  m/s 以上の火炎伝

播速度が必要であり、一般に乱流燃焼を仮定しても、空気中でこの速度を達成

する物質は多くない。 

密閉空間で爆燃が起きた場合には、爆燃では火炎が音速より遅いため、火炎

伝播している時間の中で、圧力波は密閉空間内部で反射を繰り返して平均化し、

ほぼ均一に圧力が上昇していくと考えられ、爆発のエネルギは一度密閉空間の

圧力上昇という形で蓄えられる。特殊な耐圧構造を持っていない工場設備や建

物は、比較的低い圧力上昇で破壊されるが、その時、先に示したとおり圧力上

昇として一度蓄えられたエネルギが解放されることで爆風が形成され、その後

に開放空間における火炎伝播として再度爆風を形成する。爆発災害において、

最も発生しやすいのは、このタイプの爆発である。厳密には爆風は 2 度放出さ

れるが、開放空間の場合で説明したとおり、火炎伝播で爆風が形成される伝播

速度を持つ混合気は稀であり、始めの爆風の方が問題となる場合が多い。した

がって、この場合爆風の過圧による影響範囲を予測するには、構造物、設備の

耐圧に依存するため、破壊圧力を織り込む必要がある。  

破裂時のエネルギ評価を比較検討したのが文献[21]である。爆風に寄与する
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エネルギを(1)高圧時の内部エネルギと低圧時の内部エネルギの差、(2)破裂時の

内部ガスの接触面が準静的に外部へなす仕事すなわち断熱膨張、(3)等温膨張に

よる仕事の 3 種類をとって検討されている。いずれのエネルギも、爆風への寄

与は 1/3 乗でしかないため、大きな差はないが、文献[21]中では(1)の内部エネ

ルギによる評価を用いて、爆風曲線を無次元化して議論している。破裂時のガ

スの挙動を考えると、(2)の断熱膨張も(3)の等温膨張も起こりえないことは明白

であるが、(1)の内部エネルギの差を用いる根拠も同様にあいまいである。それ

でも、高圧の極限においては、破裂は点爆発に近くなるため、爆風の振る舞い

も爆発物のそれに漸近していることは注目に値する。  

 

2.4 数値計算による評価  

爆ごうや密閉空間における爆燃によってどの程度の圧力が出るかは、化学平

衡を仮定した上で物質の熱力学関数から計算することが可能である。著名な計

算コードとしては、NASA が開発した CEA[22]や、産業技術総合研究所の

AISTJAN[23]が挙げられる。特に AISTJAN では経験的な爆風の減衰曲線によ

る爆風強度の計算も可能となっており、利用価値が高い。計算機の能力がそれ

ほど高くなかった時代にあっても爆風に関する数値計算は行われていたが、前

記平衡計算に爆薬のような超高圧下でも使用に耐えうる状態方程式などの改良

を加えて、より詳細な計算が行われている[24]。 

数値流体力学(Computational Fluid Dynamics: CFD)が、近年の計算機の高

速化を受けて、爆発についても実用的になりつつある。研究レベルでは、既に

大規模の爆発であっても、詳細な計算を行うことが可能である。  

計算機資源が無尽蔵にあり、無期限に時間を使えるならば、Navier-Stokes 方

程式の下、微細な渦までを再現する Direct Numerical Simulation(DNS)と呼

ばれる手法で、燃焼反応を素反応レベルで計算することができるが、実際には

時間と精度とのトレードオフを常に吟味する必要がある。密閉空間で爆燃が起

きて設備が破壊される例を考えると、まず、元の Navier-Stokes 方程式につい

て、計算格子を用いて計算するためには微分項を離散化式で近似する必要があ

る。爆発は定常状態ではないので時間積分する必要があるが、各々にいくつも
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の手法の選択肢が存在する。また、DNS を用いるには、Reynolds 数の 9/4 乗

に比例する計算格子密度が必要であるが、このレベルの格子を一般の工場設備

等に適用するには膨大な格子点数が必要となるため、通常は格子の解像度以下

の 渦 に つ い て 適 切 な 仮 定 を 置 く Reynolds Averaged Navier Stokes 

(RANS)[25]や Large Eddy Simulation (LES)[26]などの乱流モデルを導入して

計算に用いる格子点数を減らすことが行われる。爆燃では、燃焼反応が進む速

度と圧力波が進む速度とが大幅に異なるため、各々についてあらかじめ適切な

計算格子を設定する必要がある。計算格子自身についても、六面体による構造

格子としてとることで主流方向とそれ以外の方向とを弁別して数値誤差の拡散

を防ぐか、あるいは四面体、五面体等を用いて設備や構造物の形を再現する精

度を上げるかの選択肢がある。  

反応について濃度依存はもちろんのこと、温度、圧力の依存をどの程度取り

込むか、反応の関与する物質の数をどの程度にするかを考慮する必要がある。

さらには、設備の破壊をどう模擬するか、破壊された設備の破片についてどう

扱うか等々といった問題まである。以上のように、典型的な爆発現象であって

も、詳細に見ると莫大な組み合わせが存在する。  

爆風に注目した場合、層流燃焼速度を用いた一段階の反応モデルを用いて、

乱流モデル内の乱れの強さを表す変数の関数をかけて火炎伝播速度の増速を再

現することが行われている。しかしこの増速への乱流強さの関与については、

ある程度実験値と対応させることがあらかじめ必要になるため、適用を困難に

している[27]。 

CFD において、爆発自体、すなわち燃焼反応を評価せずに、可燃物質の拡散

のみを計算するだけでも、着火可能な空間範囲を明確化できる。その拡散状況

に基づいて、危険区域のゾーン分け[28]を行い、リスクアセスメントに供する

ことができる。この拡散については、拡散物質の単位量に対する重さと、拡散

定数等のみで計算を進めることができるため、比較的容易でかつ実験との対応

もつけやすい。  

爆ごうによる爆風、あるいは破裂による爆風では、先頭衝撃波を伴うが、CFD

が計算格子を用いて計算を行う関係上、衝撃波位置の解像度は計算格子に依存
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する。また、衝撃波では圧力が不連続であるが、格子上では鈍った形になりや

すく、さらには不連続点の数値的な不安定性から衝撃波周辺の値に誤差を生み

やすい。不安定性を避けるために、高次微分を利用した人工粘性と呼ばれる項

を付け加える手法[29]や、一次元系に限られるが衝撃波の伝播に確率過程を取

り入れた Random-Choice と呼ばれる手法[30]が開発されており、衝撃波の取

り扱いには注意が必要である。  

CFD を行うソフトウェアとして、CFX[31]、FLUENT[31]、STAR-CD[32]が

汎用の商用ソフトとして広く流通している。これらソフトウェアでは爆発に限

らず、広汎な反応性流体の計算が可能であり、マニュアル、Best-Practice 等が

充実しているので、先に挙げた数々の計算手法・モデルについても詳しい。ま

た、商用ソフトであるためサポートも期待できる。CFX と FLUENT は、両方

とも ANSYS 社のソフトウェアであり、同社はターボ系の回転機器における流

体のシミュレーションについては CFX、反応性流体に関しては FLUENT を勧

めているが、現在両者は統合に向けて開発が進められている。爆燃に特化した

ソフトウェアとしては AutoReaGas[31]が挙げられる。AutoReaGas では爆燃

と爆風の計算とを別個に行うことで、先に挙げた不具合を避けており、爆風に

関しては Euler 方程式を用い、爆燃については Navier-Stokes 方程式へ乱流の

RANS モデルとして広く用いられている k-モデルと各可燃物質の反応データ

ベースとを併用することで計算している。  

非商用の汎用流体ソフトウェアとしては、OpenFOAM(Open source Field 

Operation And Manipulation) [33]が挙げられる。OpenFOAM は GNU のライ

センス下で公開されており、その名のとおり流体に限らず場の方程式を数値的

に解くためのパッケージである。そのため、電磁気学や経済学の支配方程式に

ついても解くことができる。必要な部分をコンパイルしつつ使う形なので、使

用するには物性値や反応の情報の他にプログラミングの知識を要求され、また、

形状の作成と計算格子の作成、計算結果の表示には別ソフトウェアを利用する

必要がある。最近では、DEXCS for OpenFOAM[34]として、仮想化技術に基づ

いて、OpenFOAM と形状作成等の必要なソフトウェア一式をインストールし

た LINUX のイメージファイルが作成され、公開されている。このイメージフ
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ァイルを用いれば、仮想化された PC のプラットフォームを提供するソフトの

み計算機にインストールすることで、物性値や反応速度についての情報は依然

必要であるものの数値流体計算環境が整う。現時点では爆発に適用された事例

は限られているが、今後の展開には大いに期待できる。  

 

2.5 まとめ 

計算機の進歩とオープンソースの流れによって、数値計算による爆発シナリ

オの検証が比較的容易になってきている。しかし、爆燃における重要な要素で

ある火炎伝播速度を正確に評価するには至っておらず、実験結果を用いてモデ

ルを調整し、そのモデル上で濃度等のパラメータを振ることで一連の情報を得

ることが行われている。また、計算機の進歩した今でも複数の濃度分布や着火

位置などの条件で計算を行い、結果を大局的に見ることは、計算負荷が高く難

しい。一方、爆ごうを伴う爆発に関する爆風の減衰曲線を利用した従来の爆発

災害の評価方法では、TNT 収率を基準としての事後の評価には有用であるもの

の、事前評価において TNT 収率を得ることはほとんど不可能である。一般的

な気相での爆発災害が、漏洩、滞留、混合、着火、内圧上昇による破裂、開放

空間での火炎伝播の加速が一連の流れとして続いて起こることを考えれば、破

裂と火炎伝播の加速とを、それぞれ爆ごうを伴う爆発の爆風とは別の方法で評

価する必要がある。いずれのアプローチからも、爆燃に関する爆発災害評価に

は火炎伝播と爆風圧力の詳細な同時測定が望まれていることを示している。  
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第3章 破裂による爆風[1] 

 

3.1 概要 

産業災害における爆発は、建屋や設備内での漏洩着火、反応暴走に起因する

ものが多い。その結果、発生する気体と熱とによって建屋もしくは設備内の圧

力が上がり、その圧力が破裂の形で開放されて爆風が形成される。本章では爆

風の形成過程が、従来の爆ごうによる爆風と大きく異なるにもかかわらず、図

2-1 の爆風曲線を適用することの問題点と、それを補う破裂における爆風の評

価方法について、数値計算結果から検討する。  

 

3.2 Random-Choice 法による Bursting Sphere の数値計算 

3.2.1 Random-Choice 法 

Glimm[2]によって考案され Chorin[3]によって反応性流体の数値解析に適用

された Random-Choice 法は、一次元双曲型偏微分方程式の数値解法の一種で

ある。Random-Choice 法では、格子点上の各変数の時間発展を、個々の計算格

子間の Riemann 問題として扱い、得られた格子点間に分布する解の中から乱

数によって選ばれた代表値を格子点上の変数値として定義する手法である。衝

撃波や接触面のような不連続性を持つ流れの問題に対して、解の数値粘性によ

る平滑化やアンダー /オーバーシュートを持たないことがこの計算法の特徴の

一つである[4]。 

 

3.2.2 Bursting Sphere の数値計算 

本研究では、式(3-1)に示した 1 次元球対称オイラー方程式に Random-Choice

法を適用して、高圧ガス球状容器の破裂によって形成される爆風の減衰過程の

計算を行った。  
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Bursting Sphere では、球形容器内を高圧に保った状態から、球形容器の外壁

が一瞬にして消え去るような状況を想定し、圧力によって内部に蓄えられたエ

ネルギが、外壁の消滅によって圧力波として外部に伝わっていく現象を扱う。

ガラス容器の破壊や、風船の破裂等が比較的近い現象である。図 3-1に Bursting 

Sphere の初期状態と破裂直後の圧力分布を示した。すなわち、初期半径 R0 [m]、

内圧 p1 [Pa]、密度 ρ1 [kg/m3]の均一な球形容器内部と雰囲気圧力 p0 [Pa]、雰

囲気密度 ρ0 [kg/m3]を隔てていた球面が t =0 になくなり、周囲へ衝撃波が、中

心には希薄波が伝播してゆく過程である。  

本研究では初期半径の 1000 倍程度までの爆風伝播を計算するので、初めか

ら最終的に圧力波が到達する全ての距離にわたって計算を行うと爆風の到達前

の計算領域では無用の計算が発生し、かつ、初期の球面自体の解像度が悪くな

ることが予想される。そこで、許容できる時間内で計算を終えられる解像度を

持った格子で計算を開始して爆風が計算領域の端部付近まで来た時点で計算を

中断し、結果の格子点上の物理量を二点おきに読み直した上で、計算領域を二

倍にすることで、格子点数を固定したまま計算の効率化と初期の解像度の確保

の両方を試みた。延長した計算領域は未だ爆風の影響を受けていない領域であ

るため、初期の周囲条件をそのまま適用した。図 3-2 は計算格子の延長につい

ての概念図である。図 3-2 では 5 点を距離 2 に配したメッシュを用いて始めに

計算を行い、その衝撃波が距離 2 に近づいた時点で、倍の距離 4 に 5 点を配し

たメッシュに切り替えて計算を継続したことを模している。 

また、単純な破裂に加えて、容器内の爆燃を模した計算も行った。容器内の

爆燃を模した計算では、火炎伝播に伴い圧力波が容器内を何度も往復し、火炎

が伝播する前方の未燃混合気は断熱圧縮されて容器内の瞬時圧力分布は一様に

なり、時間の経過と共に上昇することを仮定して、既燃ガス部分、未燃予圧縮

密度: 圧力:p粒子速度:u 内部エネルギ:e

29



 

部分、周囲空気の 3 層からなる Bursting Sphere の問題として扱った。図 3-3

に模式図を示した。当量比 1 の水素-空気混合気の爆発が半径 0.1m の容器内で

起きた場合を想定して、計算では指定した圧力に対して、既燃部分に定圧燃焼

の平衡計算を行い、未燃予混合気部分は断熱圧縮を仮定して各々密度を計算し、

全体の密度が燃焼前の混合気と等しくなるように、容器内の火炎面位置を設定

して破裂前の初期条件とした。  

全ての計算で、圧縮した気相、未燃予混合気、周囲雰囲気の比熱比は全て 1.4

とし、極座標 1 次元系について行った。  

 

 

3.3 結果と考察  

3.3.1 系の大きさと計算格子の影響  

始めに格子の延長方法の妥当性を調べた。初期状態が 5 気圧、半径 0.1 m、

25 ℃の空気の球から、  1 気圧、25 ℃の大気中を圧力波が伝播する系につい

て、0.2 m の計算領域に 10000 の格子点を用いた計算格子から出発し、前述の

手法によって計算領域を 512 倍の 102.4m まで延長したときの最大過圧と実距

離の関係を図 3-4(a)に示した。図中には、同じ初期条件の下で 1 m の計算領域

に対して格子点数 50000 を割り当てて計算格子のサイズを変更せずに行った

計算結果(b)も示した。(a)と(b)の比較から結果はほぼ一致しており、1 m まで

の範囲で延長によって計算結果が変化しないことが確かめられた。  

さらに、図 3-4 に Bursting Sphere の初期半径を  1 m に変更して、2 m 10000

点から延長を利用した計算結果(c)と、同じく初期半径 1 m に対し 2 m 100000

点から延長を利用した計算結果(d)を示した。  1 m の Bursting Sphere につい

ては上側の軸によって横軸としており、上軸は下軸のちょうど 10 倍になるよ

うにした。こちらの結果もほぼ一致しており、図 3-4 中(a)と(c)との比較によっ

て(a)の計算格子のサイズには余裕があることが、(a)と(d)の比較によって系の

大きさに関しての相似則が成立しているとみなしてよいことが分かる。図中の

各グラフは区別できないほど近接しているため、表 3-1 にいくつかの点での値

を整理して示した。  
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3.3.2 Sachs のスケール則  

本項では、(a)と同じ条件、半径 0.1  m の Bursting Sphere に対して計算領

域 0.2 m 10000 点で計算を開始し、計算領域を延長して、初期圧力を変化させ

た場合の計算結果について考察する。図 3-5 に、計算過程で記録された圧力の

最大値をｐmax として、爆発のエネルギを破裂前の容器内気体について理想気体

の等温圧縮前後の内部エネルギの差[5]を採用した Sachs の特性長 
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を適用した計算結果を示した。図には文献[6]にある爆薬の爆風曲線も一緒に示

した。ここで1 は内部気体の比熱比、V0 は初期体積である。初期圧が高くなれ

ばなるほど、爆ごうを伴う爆発の爆風曲線に漸近していく。逆に初期圧が低く

なればなるほど理想的な爆ごうを伴う爆発からは離れていき、弱い爆風となる。

その結果、従来の災害調査として爆発規模の推定では、  

1)家屋等の破損状況から、距離－爆風過圧の関係を得る。  

2)図 3-5 を用いて、爆発特性長 RSS を計算する。  

3)爆発特性長から、エネルギを計算して、爆発に関与した燃料量等を推算する。  

という手順になるが、先に述べたとおり内圧上昇の低い弱い爆発において、実

際の爆風圧は Sachsスケールによって表される爆風曲線の圧力よりも低くなる

ため、そのまま当てはめると換算距離を大きく見積もってしまう。その換算距

離と実距離から、爆発に関与したエネルギ値を評価すれば、過小評価につなが

る。この現象は、爆発起因物質のエネルギ全てが爆風へ関与しなかったと考え

て、TNT 収率等を用いて説明されてきた。  

 

3.3.3 Rankine-Hugoniot スケール 

前項の結果は、内部エネルギ以外の、例えば断熱膨張による外部仕事等のエ

ネルギ評価を用いても、ほとんど同様の結果になる。すなわち問題の根源は初
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期圧力が小さい時に、式(3-2)で表される Sachs の特性長が過大に評価されてい

ることであり、実用的にはこのことが TNT に換算した時のずれを生んでいる。

したがって初期圧力が小さい、弱い爆発に対応する爆風には異なる特性長を導

入する必要がある。  

球面の破裂によって生成する衝撃波の強さを見積もることを考えた場合、衝

撃波管の実験で適用される Rankine-Hugoniot の関係式[7](3-3)(3-4)が、理論

上曲率に依存せずに成立する[8]。文献[4]ではヘリウムの Bursting Sphere に

適用した例が紹介されている。は比熱比、c は音速、M は衝撃波のマッハ数を

表し、添え字は 0:周囲、1:初期球面内を表している。そこで、式(3-3)(3-4)から

得られる破裂直後の衝撃波圧 p2 を用いた式(3-5)で定義される爆発の特性長を

新たに導入する。 
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式(3-5)は、衝撃波過圧を従来どおりに無次元化したうえで、先に見たとおり相

似側が成り立つことから初期球面の大きさを体積の 3 乗根で代表したものであ

る。 

図 3-6 は、図 3-5 と同じデータに新たな特性長として式(3-5)を利用したもの

である。図 3-6 の各条件における爆風の減衰曲線は、長距離側で若干剝離する

が、ほぼ単一の曲線に収斂しており、初期圧が低い部分での Rankine-Hugoniot

の特性長の有効性を示すものである。産業界で起こる爆発の内、封じ込めの措

置がなされていない装置や建屋の耐圧は 1 気圧に満たない。その結果、比較的

弱い過圧が発生した時点で破壊が始まり、破壊部分から爆風が発生して周囲へ

と広がっていく。つまり、図 3-6 に示したような低い圧力における破裂が爆風
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の根源となりうる。図 3-6 には、初期圧 1.1 気圧の結果から最小二乗法を用い

て R に反比例するとして比例定数を有効数字一桁で表した結果得られた式

(3-6)のグラフも同時に示した。  

 

R

R

p

pp RH

0

0max 6.0


    (3-6) 

 

3.3.4 爆発を模擬した計算  

表 3-2 に計算された初期条件を示した。図 3-7 は各々の初期条件に対して計

算された爆風の最大過圧の履歴に、Rankine-Hugoniot の特性長を適用した結

果である。図 3-6 と同様に式(3-6)で表したグラフも示してあるが、図 3-6 との

間にほとんど差は見られない。発生する爆風は混合気の予圧縮によるものであ

り、平均分子量も初期温度も異なるが、単一の曲線によって爆風が評価できる

ことを示している。  

 

3.3.5 特性長間の比較 

Sachs のスケール則の特性長と Rankine-Hugoniot の特性長を直接比較した

ものが図 3-8 である。計算には酸素について比熱比 1.4 として、初期温度を

20 ℃としたモデルを用いた。注目すべきは特性長の比である。初期過圧と周囲

圧の比が高い部分ではほぼ一定値であるが、小さい方では 0 に向かって減少し

ていく。これは Sachs の特性長が減少するよりも速く Rankine-Hugoniot の特

性長が 0 に収束することを示している。すなわち初期圧力比が 10 程度以下の

弱い爆発について Sachs のスケール則では特性長が大きく見積もられてしま

い、従来の爆風曲線から、その特性長を用いて爆風過圧を見積れば、過大に評

価されてしまうことが分かる。  

 

3.3.6 爆燃での水素爆発における破裂の影響範囲予測  

破裂では、いつ容器破壊が起きるかが重要な要素であり、内圧上昇がごく小

さい値で破壊した場合、無限に小さな圧力波を想定することができ、したがっ
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て、破裂における最小の影響範囲は初期半径と等しいと考えられる。逆に爆燃

を想定した場合で最も強い爆風を与えるのは、定容燃焼がほぼ完全に終了した

状態で、ちょうど容器が破壊される場合である。定容燃焼の諸特性は断熱平衡

計算[9]によって計算することができ、その物性から空気への衝撃波を計算でき

る。温度 25 ℃、大気圧 101.325 kPa で当量比 1 の場合で、破裂直後の衝撃波

圧は 516 kPa になる。したがって式(3-5)から Rankine-Hugoniot の特性長と初

期半径は R0/RRH=(4/3×(516/101.325-1))-1/3=0.388 が得られる。式(3-6)から爆

風過圧がガラス窓を破壊するとされる 1kPa となる初期圧の 0.01 倍になるの

は、換算距離 60 の時なのでこの場合、初期半径の 155 倍の距離が被害を受け

る影響範囲である。前章と同様に地面効果として 2 の立方根倍すれば、初期半

径の 195 倍の距離が被害を受ける影響範囲になる。これは、単純に爆ごうを伴

う爆発として爆風曲線を利用した前章の結果 129よりも大きい値となっている

が、試みに爆ごうを仮定して断熱平衡計算により同様に透過衝撃波を計算する

と、破裂直後の衝撃波圧は 1.472 MPaとなり、先ほどと同様に計算すれば R0/RRH 

= (4/3×(1472/101.325-1))1/3 = 0.260 となり、地面効果を考えない場合で初期

半径の 230 倍、考えた場合で 290 倍の影響範囲になる。本来は前章の結果の

129 倍と先の 290 倍は、当量比 1 の水素空気混合気の爆ごうによる爆風を見積

もったものであることから一致すべき値であるが、破裂直後の衝撃波圧が高い

場合には爆風圧力は図 3-6 に見られるように式(3-6)よりも速く減衰するため過

大に見積もったものだと考えられる。  

最後に最も影響範囲が大きい場合を想定してみる。水素が風船内を準静的に

定圧燃焼して膨張しきったところで、風船が破れ爆ごうに転移するような場合

である。定圧燃焼についても断熱平衡計算が可能であり、膨張比 6.97 を得るこ

とができる。膨張比から初期半径は 1.91 倍に膨らんだのち、先に計算した爆ご

うによる爆風が発生するものとすれば、初期半径の 1.91×290=555 倍の影響範

囲が得られる。この計算では爆ごうの発生時のオーバードライブや、爆ごうへ

の転移面での反射衝撃波などを一切考慮しておらず、先の議論と同様に減衰を

過少に見積もっている。 
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3.4 まとめ 

本研究では、低い爆発過圧での容器破裂に伴う爆風が、元々爆風曲線を大き

く下回った強さしか持たないため、従来の Sachs のスケール則が成り立たず、

Rankine-Hugoniot の関係式から導かれる特性長が有効であることを示した。

したがって、爆風被害の予測や爆発災害の調査において、建屋などの混合気を

滞留させた構造物の耐圧が、断熱定容燃焼で考えられる圧力よりも低い場合は、

少なくとも爆発初期の破裂現象について、構造物の耐圧から得られる爆風を見

積もる必要がある。  
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Table3-1 Blast pressure records. (a)~(d) are same in the Fig.3-4. 

Distance[m] (a)[Pa] (b)[Pa] Distance[m] (c)[Pa] Distance[m] (d)[Pa] 

0.210  52485  53852  - - - - 

0.415  24234  24006  - - - - 

0.620  15194  14867  - - - - 

0.824  10765  10591  - - - - 

1.03  8204  - 10.7  7845  10.5  8144  

10.0  617  - 100  615  100  590  

100  50  - 1000  48  1000  48  

 

Table3-2 Initial conditions for the blast calculation of hydrogen-air mixture 

explosions  

Pressure [kPa] 202.65 151.9875 111.4575 

Temp. of Unburnt Mixture [K] 363 335 306 

Density of Unburnt Mixture [kg/m3] 1.404 1.143 0.916 

Density of Burnt Mixture [kg/m3] 0.248 0.186 0.137 

Flame Position [m] 0.078 0.067 0.043 

Burnt ratio [-] 0.137 0.065 0.012 

Temp. of Burnt Mixture [K] 2396 2388 2379 
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第4章 開放空間における爆燃による爆風[1]－[4] 

 

4.1 概要 

爆発災害が発生する際、破裂が起きた後には、未燃で残った物質が大気中に

開放されてそこを燃焼が伝播して爆風を発生させることが多い。爆燃の場合に

は、火炎の伝播速度が雰囲気音速を超えないため、火炎の前方に広い圧力波の

領域を作る。定常伝播火炎に関しては、その圧力の分布は Taylor[5]による数値

解や Strehlow[6]によるモデルによって示すことができる。それらの結果は、

エネルギに加えて、火炎の伝播速度が重要な要因となることを示しており、爆

風過圧力に影響を与える点が爆ごうによる爆風とは異なる。実際の爆発事故の

調査においては、火炎伝播速度の情報を得ることが極めて困難であるため、ス

ケール則に基づく爆燃事故の定量評価は、爆ごうの場合と比べて正確さが劣る

[7]。 

本章では、爆風圧力測定に加えて、高速度ビデオカメラの画像を用いて火炎

伝播を観察し、水素－空気混合気を充填した 0.15 m3 と 1.4 m3 の風船の爆燃実

験を行いその結果を爆燃の伝播速度を考慮した爆風曲線について適用し、実験

規模への依存について考察する。  

 

4.2 実験装置と測定システム[1]－[4] 

図 4-1 に爆燃実験装置の概略を示す。装置はステンレス製の円筒で、市販の

大型ゴム風船を上部に取り付け、ホースバンドで固定できるようになっている。

図中(a)、(b)は、それぞれ、縦直径約 1.5 m（1.4 m3）、および縦直径約 0.65 m

（0.15 m3）の風船を取り付けるための実験装置である。1.4 m3 の実験の場合、

ボンベから供給される水素及び空気は、高圧大流量用のレギュレータバルブ（千

代田精機、GS-140 型）によって減圧され、マスフローコントローラ（Brooks 

Instruments、Model 5853S）で流量を調整後、混合用チャンバ、電磁バルブを経

て装置上面に設けられた供給孔から風船内に充填される。一方、0.15 m3 の場合

には、大流量での充填を要しないため、圧力容器内で水素と空気を予混合した

ものを供給した。いずれの場合も、火炎の可視化のため、モル分率で 0.1 %程度
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のアセチレンを混合気中に含ませた。風船内に充填した混合気は、混合気中心

位置までの長さのロッドの先端部に設けたスパークギャップによって火花点火

される。混合気の点火を確実に行うため、コンデンサバンク（8 kV、5000 pF、

放電エネルギ 160 mJ）を点火のエネルギ供給源として用いた。  

開放空間における水素－空気予混合気の爆燃規模を定量評価するために、高

速度画像撮影に加え、発生する爆風圧と爆発音の大きさを同時にモニタリング

した。図 4-2 に測定システムの概略を示す。半開放条件においては手動で、完

全開放条件では電動のカッターナイフによってゴム風船が破膜されたことを

He-Ne レーザと光センサによって検知してパルスディレイジェネレータ

（Stanford Research Systems、Model DG535）を起動し TTL 信号を発生させ

た。その TTL 信号によってコンデンサバンクを駆動して火花点火を行うとと

もに、高速度ディジタルビデオカメラ（Photron、Fastcam-APX RS）による画

像撮影、及びオシロスコープ（横河電機、DL750）による圧力センサ（Ch1～

Ch4:Kistler 4045A2, Ch5,6:PCB 113A24, Ch7,8:PCB M106B50, Ch9: PCB 

137A23）からの信号の取り込みを開始する。高電圧から測定装置を保護するた

め、二段の電磁リレー経由で駆動しているので、測定開始からスパークが起こ

るまでの間に 10～20 ms 程度の不均一な遅れがある。完全開放実験で、風船膜

は破れ始めてから、おおむね球面を保ちながら縮み、1.4 m3 の場合、数十 ms

で縮みきる。レーザの経路は風船のほぼ中央を通り水平に設けてあるため、上

述の着火遅れによって、風船の破膜過程の終了とほぼ同時に着火される。した

がって、火炎伝播に対して、破膜時に誘起される乱れ以外に風船膜自体が影響

を及ぼすことはない。  

圧力センサの取り付け位置は全実験条件で混合気の中心高さとした。火炎か

らの熱対策のため、文献[8]によって検討されているものと同様なステンレス製

の円盤形マウントの中心部にアタッチメントを介してセンサを取り付けた。圧

力センサは微小孔を介して爆風圧を検知する。気体の充填のための電磁バルブ

の開閉、破膜操作、及び点火は、爆心から 30 m 離れた地点ですべて遠隔操作

によって行った。圧力センサの設置距離と種類は表 4-1 のとおりである。 
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また、爆発音の最大音圧レベルは、同じく爆心から 30 m 離れた地点（0.15 

m3 の条件では 15 m：画像撮影も同様）に設置した騒音計（小野測器、積分型

精密騒音計 LA-1250）によって Flat 特性で測定した。  

画像撮影の際のフレームレートは 3000 fps で一定とし、有効画素数 1024×

1024 ピクセル、1024 階調（10 bit）のグレースケール画像を取得する。オシロ

スコープには、取り込みデータ長の 10 %程度のプレトリガをかけ、爆風圧の立

ち上がりを確実にとらえられるようにした。オシロスコープのサンプリング周

波数は、 10 kHz、20 kHz、及び 50 kHz に適宜切り替えて測定した。 

実験は（独）宇宙航空研究開発機構の能代多目的実験場で実施した。   

 

4.3 半開放条件における爆風[1]  

4.3.1 高速度時系列画像及び爆風圧測定結果  

実験条件をまとめて表 4-2 に示す。表中には参考のために、水素－空気混合気の層

流燃焼速度 SL[9]も合わせて示した。爆燃過程の時系列画像例を図 4-3 に、各圧力

センサによって測定された爆風過圧力の時間履歴を図 4-4 に示す。それぞれ、

充填当量比 = 1.0、1.8、及び 3.0 について示しており、図中に表示されている

時刻はトリガがかけられた時刻からの経過時間である。いずれの条件でも、爆

心から風船内部を伝播した火炎がゴム膜に到達して膜を破り、大気中へと開放

される様子が分かる。1.4 m3 の条件では、Test No.5 のように、破膜時に風船が

風等の影響によって若干傾いてしまう場合もあったが、異なる方向で測定した

圧力データを比較したところ、本実験では観測された圧力値にそれ程大きな差

は認められなかった。しかし、厳密には圧力測定の際の誤差要因になり得る。

圧力波形は、図 4-4 に示すように、いずれの条件でも、正圧のピークの後に負

圧のピークをもつ典型的な爆風圧曲線である。爆心からの距離によりピーク値

が減衰する様子が分かる。また、ピーク値は、充填当量比により異なっている。  

破膜時、量論以下の濃度では内部の水素はほぼ消費されているが、量論より

濃い条件では球状火炎の内部に余剰水素があると考えられる。水素濃度が大き

くなると火炎が広がった後に下方から空気を巻き込みながら上昇するファイア

ボールが形成された。これは、球状火炎内部に残存する余剰水素が上昇しなが
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ら周囲空気を巻き込んで燃焼することによる。例えば、図 4-3 中、Test No.10 の

75 ms 後の火炎は、その後は図 4-5 に示したような上昇するファイアボールとし

てしばらく空間中に存在した。ただし、図 4-3 と図 4-4 の対比から分かるよう

に、本実験の場合、ファイアボールの形成時刻が爆風過圧力の観測されている

時刻に比べてかなり遅いため、ファイアボールは爆風過圧力の発生に寄与して

いないと考えられる。  

爆風過圧力と充填混合気濃度の関連性について検討するために、各濃度条件

における最大爆風過圧力の減衰特性を図 4-6 に示す。多少のばらつきはあるも

のの、爆風圧は距離にほぼ逆比例して減衰する。0.15 m3、1.4 m3 いずれの体積

でも、= 0.7 (No.1, 6)と = 3.0 (No.5, 10)の条件で圧力が低く、= 1.0～2.0

の条件で高い爆風過圧力が測定されている。 = 1.0 (No.2, 2’, 7)は、充填した

水素と空気中の酸素が理論上過不足なく反応できる条件であり、熱発生量が最

も大きくなるため爆風過圧力が大きくなると考えられる。= 0.7 や= 3.0 で

は、破膜までに燃焼する水素の量が少ないため圧力は小さい。燃焼した水素量

のみに注目すれば、破膜するまでに燃焼した量が少ないほど爆風過圧力は低い

ことになるが、 = 1.0 より燃焼水素量が少ないはずの = 1.8 (No.3’, 8)や= 

2.0 (No.4, 9)の条件で高い圧力が測定されている。この要因としては、水素が

= 1.8 付近で燃焼速度の最大値をもつ[9][10]ことがあげられる。すなわち、風

船内部で火炎が高速で伝播したことに起因する圧力上昇の影響が大きかったと

考えられる。このことから、爆燃に関与した水素量だけではなく、火炎伝播速

度や燃焼速度も爆風圧に重要な因子であることが確認できる。なお、爆風過圧

力が小さかった前述の= 0.7 と= 3.0 の条件は燃焼速度も小さい濃度条件で

ある。また、図 4-7 に示す騒音計の爆発音圧レベルは、125～135 dB のレンジ

であり、爆風過圧力の大きい= 1.0、1.8、2.0 の条件が大きな値を示している。  

 

4.3.2 Tang-Baker 爆風曲線による等価火炎伝播速度評価  

規模の異なる爆発現象において観測された爆風過圧力やインパルスを系の

特性値で無次元化して、相似則（スケール則）が成り立つかを調べることがで
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きる。スケール則が成立すれば、例えば、同じスケール換算距離における爆風

過圧力は等しくなる[11]。 

測定された爆風過圧力に対して、スケール則の適用を試みる。スケール則は

複数提案されているが[11]、本研究では、爆風圧の解析によく用いられる Sachs

のスケール則を用いて、最大爆風過圧力及び正圧インパルスを無次元化する。

最大爆風過圧力(pmax－p0 )[Pa]、正圧インパルス I [Pa･s]は式(4-1)、(4-2)のよ

うに無次元化される[11] [12]。 

 

0

0max

p

pp
P


   (4-1) 

32

0

31

0

0

pE

Ic
I    (4-2) 

 

ここで、p0 は大気圧（= 101325 Pa）、c0 は周囲環境の音速（≒343 m/s）、E0 

[J]は爆燃によって開放されるエネルギ（241.8 kJ/mol[13]）である。式(4-3)に

示すように、実距離 R は爆発の特性長(E0/ p0)1/3 で無次元される。  
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また、正圧インパルス I は、正の爆風過圧力が測定される時刻 t1～t2 間の過

圧力の時間積分であり、式(4-4)で定義される。 
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エネルギ量 E の算出に対しては、充填水素全量での見積もりと、前項で検討し

たように破膜までに燃焼したと考えられる水素量に対する見積もりの二通りを

試みた。最大爆風過圧力の結果を図 4-8(a),(b)に、インパルスを図 4-8(c),(b)に

示す。図中には、Tang と Baker が解析した固定座標系に相対的な火炎マッハ
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数 Mf = 0.2 及び 0.35 の爆風の減衰曲線[12]の概形も示した。図中(a)と(b)、(c)

と(d)の比較から分かるように、充填混合気濃度が量論及び希薄の場合、エネル

ギ量の見積もりは両者で同じになるために同一の点となる。一方、E を破膜ま

での燃焼量とする場合、過濃の条件では同じ爆風過圧力とインパルスに対して

水素量を少なく見積もるので、換算距離が大きくなり、爆風被害が大きくなる

側へこれらを評価することになる。しかし、いずれのエネルギ量の見積もりに

おいても、0.15 m3 及び 1.4 m3 の結果はともに、ほぼ Mf = 0.2 及び 0.35 の間

とその近傍にあり、爆燃規模としては、Tang と Baker が解析したこの速度レ

ンジにある伝播火炎によるものと同等の爆発威力を有するものであったことを

示す。ただし、0.15 m3 の条件の無次元爆風過圧力（No.6～10）は、燃焼速度

が高い= 1.8 や 2.0 においても、全体的にやや小さな値である。原因としては、

混合気体積が小さく、風船内部で火炎が十分に加速できなかったためと考えら

れる。 

 

4.3.3 爆燃実験規模に関する考察  

本実験の結果を、これまでに本実験の数倍から数千倍の規模で行われた類似

の実験における結果[14]～[21]と比較する。文献から得た最大爆風過圧力の値を、

充填水素量によって算出したスケール換算距離を横軸にとってプロットし ,図

4-9 に示す。図 4-8 の本実験の結果との比較を容易にするために、Tang と Baker

の Mf = 0.2 及び 0.35 の爆風の減衰曲線[12]を示してある。これらの実験におけ

る混合気の初期形状は直方体又は近似的に半球状であり、球状混合気を用いた

本実験の結果との比較のためには開放エネルギ量を 2 倍程度と見積もらなけれ

ばならないとされる[22]。そこで、式(4-3)における E の値を、実際に充填した水

素全量から計算される低発熱量及びその 2 倍の値としたものをそれぞれ図

4-9(a)、(b)に示した。エネルギ量の見積もりを 2 倍にする場合、式(4-3)よりスケ

ール換算距離はおよそ 2-1/3 ≒ 0.79 倍になるため、図 4-9(b)に示したように、各

実験点はスケール換算距離が小さくなる方向、すなわち水平方向に左へシフト

している。  

図 4-9 からわかるように、5.2 m3 から 2094 m3 の規模で行われた各実験の無
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次元爆風過圧力は、Tang と Baker の Mf =0.2 及び 0.35 の爆風の減衰曲線[12]

付近にある。これを図 4-8(a)と比較すると、本実験の規模で得られた結果とほ

ぼ同じ範囲であり、スケール則の適用のもとでは類似の傾向が得られている。

したがって、本研究で行ったスケール程度の爆燃実験でも、開放空間を想定し

た爆発被害予測が行えると考えられる。  

 

4.4 完全開放条件における爆風 [2]－[4]  

4.4.1 差分画像相関法  

本研究では高速度ディジタルビデオカメラの撮影画像から火炎伝播速度を

求めるために、差分画像相関法を用いた。図 4-10 はその概略を示しており、以

下はその説明である。  

実験において取得した高速度ディジタルビデオカメラの画像には、実験装置

自体や、野外実験であるために背景などが入る。画像内において、移動してい

る火炎の像以外は不要なデータであり、火炎伝播速度を求めるためには大きな

障害となる。そこで、任意の時間間隔(Δts)を持った高速度ディジタルビデオカ

メラの二枚の画像間で輝度の引き算を行って、Δts の間に移動したもののみが

現れる差分画像（図 4-10 中の Brightness subtracted image）を作成した。直

近の画像同士の差分を取ることで、火炎エッジの移動のみを抽出できるだけで

なく、光の加減の変化、カメラ感度の安定性、風などによる反射光の揺らぎな

どの影響を抑えることができる。  

次に、別の時間差(Δtd)を隔てて得られた二つの差分画像(A, B)について、時

間の早い方の差分画像 A から火炎のエッジ付近を含む部分画像(a)を選び出し

た上で、a と B との相互相関関数を計算し、  B の上で a と最も似通った火炎

位置（相関値 0.8 以上）を算出した。この時得られる画像の移動量 Δr を相関に

利用した時間差 Δtd で除すことで、火炎伝播速度を得ることができる。時間間

隔 Δts は移動する火炎が見える最小値に、Δtd は移動量 Δr が 10 ピクセル程度

となるように調整した。相互相関関数をガウス関数で近似することで 1 ピクセ

ル以下の移動量を決定しているため、有効数字 2 桁以上で伝播速度を得ること

ができた。本手法では、最初の火炎エッジ付近の位置決定に恣意性が残るが、
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後は全てが自動的に決定される。  

 

4.4.2 二値化画像法との比較 

図 4-11 は、0.15 m3、当量比 1.0 の実験における破膜の検出から 26 ms の時

点での高速度ビデオカメラの画像と、そこから 0.333 ms の時間間隔で作成し

た差分画像とを並べて示したものである。差分画像では、破裂して飛んで行く

風船膜の切れ端と伝播している火炎のみが抽出されている。このことからも、

差分画像が、移動する火炎のみを適切に検出していることが確認できる。  

火炎伝播速度を測定する場合に、画像輝度にしきい値を設けて火炎の移動を

追跡する方法が使われることがある。しかし、しきい値を設ける方法では、図

4-11 のように元の画像、差分画像の両者ともに火炎の各位置で輝度が大きく異

なっている場合、火炎の位置毎にしきい値を適切に変更する必要がある。我々

の実験で観測された火炎は、乱流火炎となる場合がほとんどであり、統一のし

きい値を設けることは困難であった。また、伝播に伴って火炎がその形状を変

える場合には、ある時刻における火炎位置が次の時刻にどの位置に移動したか

についての判断は、何らかの評価基準を設けない限り、客観性を欠くものにな

る。一方、差分画像相関法では最大相関値を示す部分を追跡するため、変化が

時間に対して滑らかであれば、そのような問題は起こらない。また、画像の輝

度が各部分で異なっていたとしても、相互相関関数はその部分画像の輝度自身

には大きく依存することはないので問題とはならない。ただし、相関法によっ

て得られた速度は、部分画像全体に対して平均化された速度となることには注

意が必要であり、本研究では、各部分画像全体の平均移動速度をさらに 4 つ程

度の部分画像について平均をとって火炎伝播速度を算出している。  

図 4-12 は、二値化画像法と差分画像相関法による処理を比較したものであ

る。図には、火炎エッジ付近の輝度が画像内の位置によらず、一定に近かった

当量比 1.0、1.4 m3 の条件で得られた画像を示した。図中、画像(a)、(b)は、火

炎面積を計算するため二値化処理をしたもの、(c)は差分画像、(d)は原画像であ

る。図の画像では 1024 階調での画像輝度値を 4 で割って 256 階調に換算した

輝度スケールで、輝度 50-150 においてその画素数が一定値となったため、 (a)
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は 50 のしきい値を設け、輝度の高い火炎の部分を白で示した画像であり、 (b)

は同じく輝度 150 のしきい値を設けたものである。(a)と(b)を比較すると、同

じ二値化処理でも、しきい値の違いから火炎面積の評価自体に大きな違いが生

じていることが分かる。適切なしきい値を設けるために、ガンマ補正に代表さ

れるように、画像の濃淡を調整する輝度補正を用いることが考えられる。しか

し、輝度補正は、輝度の順列を損なわないように、単調増加関数を用いて輝度

を補正する手法である。したがって、二値化処理の前に輝度補正を行ったとし

ても、しきい値を同じ単調増加関数によって変換することで、二値化した画像

は結果的に同じものとなる。結果として輝度補正自体の効果は失われるため、

しきい値の適切な選択という問題を解決できない。それに対して、差分画像 (c)

では、輝度の大きさの変化のみを抽出したものであるため、移動する火炎エッ

ジ付近の領域に相当する部分が強調され、より鮮明に火炎伝播を捕らえること

ができる。  

図 4-13 は、各々の手法によって得られた火炎伝播速度を比較したものであ

る。火炎面積を用いる手法では、面積をで割り平方根を取ることで等価円半径

を求め、ある時刻における半径とその前後の時刻における半径の計 3 点を直線

近似することで火炎伝播速度を計算した。図中の凡例に示したしきい値は、図

4-12 と同じく 256 階調換算での値を示している。一方、図 4-13 中の差分画像

相関法で得られた伝播速度は、0.667 ms の時間間隔で差分をとり、4 か所の火

炎エッジ付近領域を捕捉して、1 ms の時間間隔で画像相関処理を行った際に得

られた速度値の平均値、すなわち、4 方向の伝播速度を平均した値の時間変化

である。 

火炎発光が実験装置などに反射した光が画像内に入り込む場合、反射光と火

炎との区別は難しいため、反射光の影響が見られない時刻に限って比較してい

る。火炎が球形であり、観測される火炎発光が光路の積分値であるため、半径

が大きくなるにつれて、火炎エッジ領域付近での半径方向の輝度勾配は大きく

なる。したがって、高いしきい値を利用した場合、面積の増加速度は過剰に見

積もられることとなり、図 4-13 の結果からもそれが見てとれる。図 4-13 によ

れば、火炎エッジ領域付近における画像輝度の位置依存性が低い場合において
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は、しきい値を適切に選ぶことで、面積による手法でも差分画像相関法と同等

の伝播速度を与えるようにも見える。しかし、適用条件が限定されることや、

得られた値が適切な値であるかどうかの評価が難しいという問題が生じている。 

 

4.4.3 差分画像相関法による結果  

図 4-14 に、0.15 m3 において最大の火炎伝播速度を示した当量比 2.0 の圧力

履歴と火炎伝播速度履歴を示す。破膜自体の影響、破膜装置や風船の支持台の

存在等によって、火炎伝播は等方的にはならない。しかし、ほぼ同距離に設置

した Ch4 と Ch7 の圧力データの比較からも分かるように、圧力波の方向依存

性は小さいと考えられる。火炎伝播によって形成された圧力は、音速で全ての

方向に伝わるため、火炎伝播の不均一性が緩和されたものと考えられる。全て

の実験において、図 4-14 の例のように、火炎伝播速度はピークを持ち、伝播履

歴の中に明確な加速期と減速期が存在する。また、火炎伝播速度の最大値は、

火炎が最大到達距離のほぼ 2/3 程度の位置にあるときに観測されており、火炎

伝播速度が最大となった直後に最大過圧力が観測されている。  

本報の爆燃実験の条件と結果を表 4-3 にまとめた。表中の火炎伝播速度は、

前項で述べたように、4 か所程度の火炎エッジ付近領域を差分画像相関法によ

って追跡して得た伝播火炎速度の平均値を示している。各実験において記録さ

れた最大の火炎伝播速度は、膨張率を考慮して計算すると、層流燃焼速度 [9]の

数倍に対応する燃焼速度となる。水素の当量比間で比較すると、最も速い火炎

伝播速度を与えたのは、1.4 m3 では初期当量比 3.0、0.15 m3 では 2.0 であり、

最大層流燃焼速度を与える 1.8 よりも濃く、その最大速度は 100 m/s（火炎伝

播マッハ数約 0.3）程度である。半開放条件での実験では、火炎伝播マッハ数

0.35 で示される Tang-Baker の爆風曲線程度の過圧力を与えたことから考える

と若干低めの伝播速度であった。破膜せずに着火した場合、火炎面が破膜を引

き起こすため、火炎面の直近で混合気を強く乱すことで伝播速度が若干大きく

なったものと考えられる。  

図 4-15 は 1.4 m3 における 1.0 での結果から、火炎エッジの平均位置と、各

圧力センサが最大過圧を示した時刻を各々の圧力センサの位置に従ってプロッ
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トしたものである。図には、7 つのセンサから得られた 7 点を直線で近似した

線と、最大火炎伝播速度を示した点から火炎伝播を維持した場合の位置を示す

直線も示した。圧力センサから得られた最大過圧力の伝播速度は約 330 m/s を

示し、ほぼ音速に等しい。また、最大過圧力の伝播を示す直線と火炎エッジの

位置との交点は、最大火炎伝播速度を示す点に等しくなった。このことから、

最大過圧力は、最大火炎伝播速度を与えている火炎エッジから発せられた圧力

波であることが分かる。 

混合気組成・風船初期体積等の測定条件と、圧力測定・火炎伝播速度の測定

結果を表 4-3 にまとめた。図 4-16 は、高速度ビデオカメラによる観察結果とそ

の画像の解析から得られた火炎伝播速度を観測された圧力波形とともに示した

一例である。記録は破膜の検知をもって時刻 0 としており、No.5 は破膜から

21.6 ms 経過後に着火した場合の実験結果である。この爆風には、衝撃波によ

る急峻な圧力上昇をもたず、圧縮波過圧部分の後方に負圧部分を伴う波形を示

す。図 4-16 には最大火炎伝播速度を示した 50.0 ms、圧力センサが負圧を示し

始めた 58.7 ms、その中間の 54.3 ms と 58.7 ms から等間隔に後の 63.0 ms 時

点での高速度ディジタルビデオカメラの映像も同時に示した。58.7 ms から 63 

ms にかけて火炎が上部へ伸長する現象が見られるが、この部分の火炎伝播は

始めの正圧の発生には寄与していないことが分かる。 

 

4.4.4 Strehlow モデルによる解析  

4.4.3 項で示したとおり、最大過圧は最大火炎伝播速度を示す時点で発生し

ているため、火炎伝播速度が過圧の発生に大きく寄与していると考えられる。

そこで以下では三次元球面定常火炎伝播が誘起する圧力波について検証し、ス

ケール則を導くためのパラメータを検討する。  

Strehlow によれば、三次元球面定常火炎伝播が誘起する圧力波は、以下の式

で表される。  
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ここで、p は爆風の圧力、p0は周囲圧力、0は周囲気体の比熱比、c0は周囲気体の音

速、R は中心からの距離、t は時間、Mfは火炎伝播速度を周囲気体の音速で除したマ

ッハ数であり、は燃焼前後の密度比、すなわち膨張率である。 

このモデルは、火炎面が周囲気体を押している状況を、火炎面背後に仮想し

た球状膨張ピストン表面に押されるとして、ポテンシャル流近似解として得ら

れた[5]。Mp は球状膨張ピストン表面のマッハ数である。このモデルにおける

圧力波は、音速で伝わる爆風の先頭と火炎面の間で形成され、圧力分布は火炎

面の直前で最大値をとる。最大過圧力は以下の式(4-7)で与えられる。 
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式(4-7)は Mf≪1 の時、分母≒1、後ろの括弧内≒1/Mf となるため Mf
2に比例する。こ

のモデルから計算される圧力履歴の一例を図 4-17 に示す。このモデルでは定常火炎

伝播を想定しているので、直線的に圧力が上昇しており、また火炎面が到着するまで

圧力上昇を続けるが、実験では着火点から 2.49 m の位置に火炎が到着することはな

い。火炎伝播が減速した場合の圧力の振る舞いについては、Strehlow のモデルでは記

述されていない。 

実験で得られた最大過圧と火炎伝播速度の関係をみるために、横軸に最大火

炎伝播速度、縦軸に 2.49 m における最大過圧を取り実験結果  をプロットした

ものを図 4-18 に示した。図から明らかに火炎伝播速度が大きい時、形成される

過圧の最大値も大きくなることが分かる。Strehlow のモデルと実験とを比較す

るために、図 4-18 には= 6, 0 = 1.4, p0 = 101 kPa から計算される式(4-7)の

値を実線で示した。実験値では実験毎に膨張率と火炎面から最大過圧が発生す

る位置が異なる。最大過圧の位置が火炎面から離脱を開始すると、同時に最大

57



 

加圧の値も減少し始めるので、式(4-7)による計算値と比較するには注意が必要

である。そこで膨張率の変動が無視でき、各規模の実験において圧力波の減衰

が定数倍であると仮定して、実験結果に合うよう調整した定数を式(4-7)の右辺

にかけた結果も図 4-18 に示した。速度変動する火炎に対しても式(4-7)を用い

た評価が適用できることが分かる。 

式(4-5)からはある一定の距離における圧力の時間履歴も計算できる。そのた

め、インパルスに相当する積分を解析的に行うことができる。距離 R に音速 c0

で圧力波が到達してから、火炎面が到着するまでの時間について積分すると、 
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となる。 

Strehlow のモデルは、定常伝播火炎に関するものである。ただし、 文献[6]

の最後に示されているとおり、火炎伝播が加速した場合の数値計算の結果にお

いては、最大火炎伝播速度が主に過圧に影響するとされている。また、図 4-18

からも、最大火炎伝播速度のマッハ数 Mm に依存することが分かっている。そ

こで、速度によるスケールパラメータとして以下の二つの無次元量を提案する。 
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式(4-9)、(4-10)は各々最大過圧とインパルスに対するスケールパラメータである。  
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距離に関しては、気体の爆燃に適した形として膨張率と燃焼後の比熱比の変化を考

慮に入れた、下記の式で示される Strehlow のモデルを採用する[6]。 

 


















11'

'

0

0
0

3

ST








VR   (4-11) 

 

ここで、,’は各々未燃ガスと既燃ガスの比熱比、V0は初期ガスの充填体積である。

は常温における二原子分子なので 1.4 とし、’は定圧燃焼の断熱計算による値を用

いた。上記の R0 は、燃焼による球状火炎面の広がりを特徴づける特性長であり、単

純なエネルギに比べて火炎面が外側の気体を押す状況をより捉えられる。 

 

4.4.5 Sachs のスケール則 [11]の不適合性  

図 4-19 は実験結果を通常の爆風解析で用いられる Sachs のスケールパラメータに

よってプロットしたものである。Sachs のスケール則では、爆発圧力を周囲圧力によ

って、また、距離を式(4-12)に示す周囲圧力 P0とエネルギ E から計算される特性長 R’0

によって除して無次元化したものである。 

 

3
00SS / pER    (4-12) 

 

距離のスケールに用いるエネルギ E は、混合気の初期状態から定められる量で

あり、爆燃時の正味エネルギ開放量を考慮していない。過濃混合気条件では、

余剰水素の発熱は爆風伝播に比べて遅い現象であるため、風船に充填された水

素量ではなく、充填空気（酸素）量による制限から計算された値を用い、余剰

水素の発熱量による影響をエネルギ E の計算から排除した。実際の実験では、

爆燃時における未燃混合気から周囲へ、及び周囲空気の既燃ガスへの拡散と混

合によって、水素の燃焼量が増大することは明らかである。各実験において、

距離が短ければ強い圧力波が記録されることが分かるが、全体を通して見ると

きプロットは大きく分散しており、統一的な結論を下すことは難しい。余剰水

素を考慮したエネルギ E0 を用いて、特性長 RSS を計算しても、分散している傾
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向は変わらない。 

 

4.4.6 火炎伝播速度を用いたスケール則 

ここまでに記述したパラメータ、'、V0、RST、RSS、Mm の値を、表 4-3 に

示した実験 No.1～10 に対応して、表 4-4 に示す。図 4-20 に速度スケールを行

った最大過圧と距離との関係を示した。図 4-19 と図 4-20 の比較によって速度

によるスケールが有効であることが分かる。速度によるスケールから、火炎面

の届かない位置において、無次元距離に対する無次元最大過圧の減衰曲線の式

が得られた。 

 

73.0

STm00max )/()(//)( RRAMfppp    (4-13) 

 

ここで、A=0.31 である。距離に関する指数 0.73 は実験によって得られた経験的な値

である。ここで提唱するスケール則で用いる式(4-9)では、式(4-7)同様に、Mmが小さい

時には Mm 
2に比例する特性をもつ。文献[23]では、流体力学的不安定性による乱流火

炎の伝播挙動を理論的にモデル化して、燃焼速度の 8/3 乗、初期半径の 5/3 乗、観測

距離の-1 乗に比例するスケール則を得ているが、同様に整理すれば式(4-9)(4-11)(4-13)

から、伝播速度が小さいところで 2 乗に、初期半径の 0.73 乗に、観測距離に-0.73 乗

に比例するモデルとなっている。著者らによる破膜なしの実験における高速度ディジ

タルビデオカメラの連続写真図 4-3 に見られるように、火炎は風船が破れた瞬間に大

きく乱れ、輝度が急激に上がる。この輝度の変化は燃焼速度の増加に起因するもので

ある。式(4-9)によるスケールでは、実測した火炎伝播速度を用いて、破膜による乱れ

が火炎伝播に与える影響も取り入れている 

図 4-21 に速度によるスケールを行った正圧インパルスと距離との関係を示

した。図 4-21 のプロットでは 1.4 m3 及び 0.15 m3 のいずれの大きさの実験に

おいても、当量比が 0.7、1.0 の拡散によって破膜直後から希薄側の混合気とな

る条件と 1.8、2.0、3.0 の燃料過濃条件の二組に分かれた形になっている。プ

ロットが希薄側と過濃側で分かれていることから、拡散の影響が考えられる。

拡散と混合により濃度が変化したことによって燃焼速度が変わることに関して
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は、火炎伝播速度によるスケールで折り込み済みである。以下では火炎の伝播

を 1)着火から最大火炎伝播速度を記録するまで、2)最大火炎伝播速度を記録し

てから減速し火炎面前方に負圧が発生するまで、3)負圧が発生して以降と大き

く 3 つに分けて考察する。ただし、2)と 3)との境界は火炎の減速度に強く依存

するため、明確に切り分けることは困難であるが、通常火炎面が混合気の端ま

で伝播した時とほぼ同時と考えられる。図 4-16 において時間帯の例を示せば、

1)は 21.6 ms から、50 ms まで、2)は 50 ms から約 58 ms まで、3)はそれ以降

が各々に相当する。風船を割ってから元の混合気と周囲空気との接触面は、拡

散によって徐々にぼやけていくが、その影響は主に 2)の時間帯に現れる。した

がって 1)の時間帯の最後の挙動に影響を受ける最大過圧は拡散の影響を受け

にくいが、インパルスの計算には 2)の時間帯に発生する圧力波を含むため、拡

散の影響を強く受ける。また、初期過濃混合の実験では、3)の時間帯に火炎自

体への周囲空気の拡散、及び対流による周囲空気と火炎との混合によって余剰

水素が燃焼するが、時間的に見ても爆風にはほとんど影響を与えない。さらに、

2)の時間帯の火炎伝播は、今回提案したインパルスに関するスケールパラメー

タには入っていないことからも、拡散の影響が、図 4-20 よりも図 4-21 で顕著

に現れたものと考えられる。この点を補正するためには、実験値でのインパル

スの計算を、モデルに合わせて最大過圧を与えるまでとする方法が考えられる。

しかし、爆風被害を予測する観点から爆風を受ける材料の粘弾性について考え

る時、インパルスは材料の粘性に対する変位に対応する指標として解釈でき、

その変位は最大過圧を記録後も正圧である限り増す。したがって、実験の結果

を被害予測に利用するにはインパルスの評価は始めの正圧部分全体について積

分を取らなければならない。 

No.5 の実験における火炎面について x – t 線図を図 4-22 に示した。火炎面

の位置、膨張率及び初期体積から計算された初期半径を用いて、拡散がない場

合の混合気と周囲空気との接触面の位置を計算したものも図中に点線で示した。

拡散がないと仮定すると火炎面と接触面は 1.27 m で交わる。さらに、接触面

から内外両側への拡散の影響範囲を概念的に図示した。 この図から、1)の時間

帯には拡散の影響が少なく最大過圧へは拡散の影響が少ないこと、2)の時間帯
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では火炎が拡散の影響範囲下を主に伝播しインパルスの計算にはこの時間帯の

圧力波が含まれること、3)の時間帯には負圧が発生するため以降の燃焼による

圧力波への影響がほとんどないことを説明できる。 

さらに、2)の時間帯における拡散について、当量比 1.0 以下の希薄側では、

拡散と混合によって火炎自体の膨張率は減少するが、周囲気体側に拡散してい

った水素によって火炎の到達距離は伸びるため、相反する効果によって実際の

特性長は両者のバランスによって決定される。それに対し過濃側では、拡散と

混合によって膨張率が大きくなり、到達距離も伸びる。その結果、拡散と混合

を考慮せずに初期条件から特性長を算出した場合、過濃側では必ず過小評価す

ることになる。図 4-21 で特性長は、インパルス自体と距離の両方のスケールに

関わり、その過小評価によってプロットは右上方向へずれると考えられ、実際、

希薄側に比較して過濃側のプロットは右上方向に離れている。プロットから

0.7、1.0 の燃料希薄条件と 1.8、2.0、3.0 の燃料過濃条件の各々について、過

圧と同様に火炎面の届かない位置において無次元化したインパルスの無次元距

離に対する以下の減衰曲線が得られた。 

 

C

ST RRBMgRpI c )/())(/( mST00    (4-14) 

 

B は希薄側で 0.11、過濃側で 0.24 であり、C は希薄側で 0.66、過濃側で 0.67 であ

る。 

 

4.5 開放空間爆燃による水素爆発における影響範囲予測の例  

半開放条件と開放条件の結果得られた爆風の評価法から、近隣家屋の一般的

な窓ガラスが破壊される爆風圧力として 1 kPa を目安として水素の爆発を評価

してみる。4.3 節、4.4 節で見てきたとおり、水素の爆発の場合火炎伝播速度の

影響で当量比が 1.0 よりも大きい混合気で爆風圧力は最大を迎える。当量比 2.0、

火炎伝播のマッハ数 0.35 を想定すると、半開放条件では図 4-8 の実験結果から

換算距離 10 のところで、常圧に対して爆風圧力 1kPa 程度を記録する。したが

って、水素の燃焼熱 241.8 kJ/mol から当量比 2(空気中水素濃度 45.6 vol%)の
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エネルギ密度は大気圧 101.325 kPa 25℃で 0.456×101325×241.8 / 8.31 / 298.15= 

4.51 MJ/m3 で あ る た め 、 Sachs の ス ケ ー ル 則 か ら

R/(2×4.51×4R0
3/3/0.101325)1/3=10 を得る。ここでは地面効果として 2 倍[22]を

入 れ て お り 、 図 4-8(b) に 相 当 す る 評 価 を し て い る た め 、 R/R0 = 

10×(2×4.51×4/3/0.101325)1/3 = 72 となり、初期半径の 72 倍の位置で家屋被害が

発生すると考えられる。 

一方完全開放条件の結果からは、0=1.4 として CEA による断熱平衡計算の

結果から=6.12、’=1.25 が得られるため、式(4-9)から f(0.35)=2×1.4×(1-1/6.12) 

×0.353/(1-(1-1/6.12)2/3×0.352)×(1/0.35-1)=0.209 が得られ、式(4-11)と式(4-13)か

ら 0.01/0.209 = 0.31×((4R0
3/3×(1.25/(1.25-1)×6.12-1.4/(1.4-1)))1/3/R)0.73 となる

ので、R/R0 =63 を得る。 

半開放条件と完全開放条件との比較結果からは、半開放条件の方が 15 %ほ

ど長い距離として、被害を大きく見積もる結果となった。これは、半開放実験

では風船のゴム膜の破裂が遅く拡散が少ない可能性がありかつ一度風船内に圧

力を保持したのちの爆風であること、また、風船が割れることによって増速す

る可能性と火炎伝播速度のマッハ数 0.35 での見積もりが図 4-8 のとおり上限

であることから説明できる。 

以上の見積もりは、観測された最大の爆風を与える条件下での見積もりであ

る。したがって、より濃い水素濃度の混合気が拡散して薄まりゆくような場合、

初期半径が大きくなることに相当するため、注意が必要である。そのような場

合でも、水素の場合であれば浮力により上部方向への対流発生の影響のほうが

大きく、敷地の広さ方向へ初期半径が大きくなる影響は少ないと考えられ、被

害が大きくなるようなことは発生しにくい。  

 

4.6 まとめ 

市販の大型ゴム風船を用いた水素－空気混合気の野外爆燃実験を行い、以下

の主要な知見を得た。  

半開放実験からは以下のとおりである。  

(1)量論及び層流燃焼速度が最大値をとる混合気濃度（水素モル分率 30 %およ
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び 43 %付近）では、ともに爆風過圧力、インパルス、及び騒音レベルが大きく

なる。 

(2)スケール則が適用できることが確認できた。すなわち、本研究の実験規模で

も爆発被害予測が可能であり、比較的小規模でも効率的な開放空間での爆発被

害予測が可能となる実験手法を確立できた。  

(3) 水素爆燃による爆風は、参考文献に見られる爆風をすべて比較しても Tang-

Baker の解析結果の火炎伝播速度マッハ数 0.35 の爆風曲線を超えない。 

完全開放実験については以下のとおりである。  

(1)差分画像相関法によって、火炎伝播速度を恣意性の少ない手法で、精度良く

求めることができる。  

(2)0.15 m3、1.4 m3 の両者において、ほぼ 100 m/s の最大火炎伝播速度が観測

された。火炎の膨張率を考慮して計算した燃焼速度は、層流燃焼速度に比べて

数倍の燃焼速度に相当する。  

(3)最大過圧力は最大火炎伝播速度を与える火炎エッジによって生成され、そこ

から発せられた圧力波は音速で伝播する。  

(4)爆燃によって形成される最大過圧は、100 m/s 以下の火炎伝播速度領域では

火炎伝播のマッハ数の二次関数として振る舞う。 

(5)Strehlow のモデルから得られた火炎伝播速度に依存するスケールパラメー

タを導入することで、最大過圧については、混合気の初期体積や当量比などの

実験条件に依存しない距離の 0.73 乗に比例定数 0.31 で反比例する単一の爆風

曲線を得た。 

(6)過濃側で特性長を過小評価している可能性があるため、過濃側混合気への爆

風曲線の適用には注意が必要である。 

(7)インパルスについては、スケールされた距離の約 0.67 乗に反比例する爆風

曲線を得た。ただし、その比例定数は最大火炎伝播速度を記録した後の火炎の

挙動に影響を受けているため、実験によって得られた 0.11 から 0.24 の間であ

ると考えられる。 

また、二つの実験をとおして、最も過酷と思われる混合器条件下で、爆風過圧

が雰囲気圧力の 0.01 倍になるのは、混合器初期半径の半開放条件で 72 倍、完
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全開放条件で 63 倍という結果が得られた。  
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Figure4-3 Time-series images of the hydrogen-air deflagrations.
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Figure4-6 Decay of the maximum overpressures.
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Figure4-12 Flame propagation (a),(b)binarized image with threshold =50, 150 in 

256 depth, (c)subtracted image (d)original image in 256 depth (Equivalence Ratio 

1.0, 1.4 m3)  
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Table4-1 Properties of pressure transducers. 

Channel Number 1 2 3 4 7 8 9 

Company Kistler Kistler Kistler Kistler PCB PCB PCB 

Model number 4045A2 4045A2 4045A2 4045A2 

M106

B50 

M106

B50 137A23 

Range(gauge 

pressure in 

kPa) 

Max

. 101 101 101 101 35 35 345 

Min

. -101 -101 -101 -101 -35 -35 -101 

Resolution(Pa) - - - - 0. 48 0. 48 69 

Distance(m) 0.98 1.48 2.49 3.41 3.58 4.58 5.58 

Direction(deg from 

camera with counter 

clockwise) 

90 90 90 90 225 225 225 

 

Table 4-2 Experimental condition.

 

Test No. 
Volume 

[m3] 

Equivalence 

ratio:  

H2 mole 

fraction [%] 
SL [m/s] 

1 1.504 0.7 22.7 1.23* 

2 1.399 1.0 29.6 2.13* 

2’ 1.401 1.0 29.6 2.13* 

3 1.417 1.8 43.1 2.86 

3’ 1.403 1.8 43.1 2.86 

4 1.400 2.0 45.7 2.81* 

5 1.394 3.0 55.8 2.16 

6 0.15 0.7 22.7 1.23* 

7 0.15 1.0 29.6 2.13* 

8 0.15 1.8 43.1 2.86 

9 0.15 2.0 45.7 2.81* 

10 0.15 3.0 55.8 2.16 

SL: laminar burning velocity. 

*: estimated by interpolation of Table 1 in Ref.[9]. 
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Table4-3 Records of the maximum flame propagation velocity and the 

maximum overpressure. 

Experiment run No. No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 

Equivalence ratio,  0.7  1.0  1.8  2.0  3.0  

Mixture volume(m3 in 273.15K, 1atm) 1.400  1.242  1.478  1.535  1.462  

Temperature (K) 297.5  294.4  297.3  294.3  297.0  

Atmospheric pressure (kPa) 101.61 101.47 101.59 101.52 101.62 

Max. velocity(m/s) 47 56 89 80 101 

Maximum 

overpressure (kPa) 

at 0.98 m  2.17  3.53  10.05  6.60  12.72  

at 1.48 m  1.71  2.87  8.13  5.90  10.83  

at 2.49 m  1.25  1.98  5.71  4.30  6.83  

at 3.41 m  0.97  1.60  4.67  3.58  5.42  

at 3.58 m  0.81  1.47  4.44  3.49  4.80  

at 4.58 m  0.66  1.22  3.71  2.97  4.04  

at 5.58 m  0.47  0.86  2.68  2.14  2.74  

Experiment run No. No.6 No.7 No.8 No.9 No.10 

Equivalence ratio,  0.7  1.0  1.8  2.0  3.0  

Mixture volume(m3 in each condition) 0.149  0.149  0.149  0.149  0.149  

Temperature (K) 294.7  295.7  295.1  294.7  295.1  

Atmospheric pressure (kPa) 101.17 101.19 101.18 101.17 101.18 

Max. velocity(m/s) 40  43  79  92  59  

Maximum 

overpressure (kPa) 

at 0.98 m  0.97  1.39  3.87  5.42  2.74  

at 1.48 m  0.77  1.09  3.16  4.42  2.25  

at 2.49 m  0.57  0.78  2.24  3.17  1.47  

at 3.41 m  0.44  0.63  1.83  2.68  1.15  

at 3.58 m  0.37  0.55  1.75  2.33  1.38  

at 4.58 m  0.31  0.45  1.42  1.93  1.14  

at 5.58 m  0.27  0.36  0.99  1.48  0.68  
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 Table4-4 Parameters of experimental runs. 

  

  No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 No.6 No.7 No.8 No.9 No.10 

 5.97  6.93  6.28  6.16  5.37  6.01  6.88  6.31  6.13  5.38  

 ' 1.24  1.18  1.25  1.25  1.28  1.24  1.18  1.25  1.25  1.28  

V0 (m3) 1.597  1.526  1.677  1.354  1.615  0.149  0.149  0.149  0.149  0.149  

RST (m) 3.28  3.81  3.37  3.08  2.98  1.47  1.73  1.49  1.45  1.33  

RSS (m) 3.28  3.53  3.39  3.11  3.08  1.50  1.63  1.52  1.50  1.40  

Mm 0.136  0.163  0.257  0.232  0.292  0.117  0.125  0.230  0.268  0.170  

f（Mm) 0.038  0.054  0.123  0.102  0.148  0.028  0.033  0.101  0.131  0.056  

g（Mm) 0.168  0.196  0.248  0.236  0.252  0.108  0.116  0.169  0.180  0.137  
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第5章 爆発特性長の推定[1]－[3] 

 

5.1 概要 

第 3 章、第 4 章で見たとおり、爆発による爆風評価は、従来の爆ごうを伴う

爆発として表されるもののほかに、破裂と開放空間における爆燃の 3 つに分類

して考える必要がある。爆発過圧の推定には、災害の発生状況に応じて先の 3

種の爆発のどれに相当するのかを検討する必要がある。  

一方、爆発原因の調査において、爆発の跡から 3 種の爆発のどれに相当する

かを検討する必要がある。3 種の爆発の中で、爆ごうを伴う爆発、破裂につい

ては衝撃波の発生を伴う点が、開放空間における爆燃と異なる。本章では衝撃

波の理論に基づいて、その到着時刻の記録から爆発が衝撃波を伴ったものだっ

た場合に、爆ごうを伴う爆発によるものか、それとも破裂によるものか、そし

てその各々の場合で爆発の特性長を推定するための手法について述べる。  

 

5.2 衝撃波の伝達速度と爆風曲線を用いた到着時間の構成 [1][2] 

コンポジション C-4 火薬を用いた爆風に対して、箔スイッチを用いた爆風到

着時間の計測から爆発の過圧を推定する補間式が文献[4]で述べられているが、

ここでは理論的に到着時間を計算し、音波との差に注目する手法について検討

する。音波と衝撃波の最大の違いは、圧力波形に不連続点を含むか否かである

が、伝達速度も異なる。衝撃波は、通常の音波よりも速く伝達することが理論

上示されており、周囲音速に対する伝達速度比マッハ数 M と比熱比と衝撃波

圧力 p、周囲圧力 p0 は式(5-1)によって関係付けられる[5]。 

 

1

)1(2

0

0

2

0

0 






 M

p

p
  (5-1) 

 

本章では衝撃波と音波の到着時間差に着目して爆風の発生メカニズムにつ

いて検討する。爆発後圧力波の到着時間が音速によって計算される値に等しけ

れば、その爆発は開放空間における爆燃であり爆風は火炎の速度に依存する。
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それに対して、爆風の到着時間が音速で計算される値よりも速い場合には、衝

撃波を伴っているため爆ごうを伴う爆発、又は破裂のどちらかで評価されなけ

ればならないことを意味する。以下では衝撃波を伴う場合について、より詳細

に検討する。  

参考文献[6]では、爆ごうを伴う爆発の圧力と同時に、到着時間も算出してい

る。参考文献[6]の表から到着時間の差を計算した結果を図 5-1 に示した。残念

ながら、音波の到着時刻との差をとると無次元化距離 80 程度の部分で明らか

に誤差が見られる。  

そこで、衝撃波の距離に対する過剰圧の変化を式 (2-4)で仮定して、到着時間

を計算することを考える。式(2-4)は参考文献[6]にある従来の爆ごうを伴う爆発

の場合でも、第 3 章の破裂の場合でも Rs、、の値を適切にとることによっ

て、適用することが可能である。式(5-1)と式(2-4)を連立することで、M を距離

の関数として表すことが出来る。  
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s

RR

RRA
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C=A(としてこの式を用いて伝達速度の逆数を距離で積分すると  
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となり、衝撃波の到着時間が計算できる。ここで c0 は音速[m/s]を表す。式(5-3)

は=1 の場合に解析的に積分することが可能で、積分変数を

s
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/
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
 に変換

して、 
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を得ることができる。第 3 章で見たとおり式(3-6)は=1 であるため、破裂の場

合はこの式を直接使うことができる。しかし参考文献 [6]について、無次元化距

離 2.5 以降の爆風過圧を式(2-4)によって最小二乗法で補間した場合、図 5-2 に

示すように=1.15 となるため、解析的な式ではなく、数値積分による必要があ

る。図 5-2 には参考文献[6]の爆風圧データに対して、最小二乗法で得られたパ

ラメータ=0.294、=1.15 について式(5-3)を数値積分して算出した到着時間か

ら音波の到着時間を引いた値も示した。  

 

5.3 爆風到着時間差の比による爆発特性長の推定  

5.3.1 爆ごうを伴う爆発の場合 

爆ごうを伴う爆発、破裂のどちらのケースでも爆発の強さの違いは、特性長

によって表される換算距離の初期半径で示すことができる。  

爆ごうを伴う爆発の場合は、主に爆ごうする物質の違いによって初期半径が

異なり、それを端的に表したものが、図 2-2 に示した物質のエネルギ密度の線

である。今、火薬類については換算距離 0.01423 から、ガスの混合気について

は換算距離 0.2 から爆風が発生したとして、衝撃波を伴った爆風の到着時間 tS

を参考文献[6]の表及び 5.2 節の結果を用いて計算し、その到着時間と音波の到

着時間 ta の差を改めて衝撃波の到着時間 tS で割った値を図示したのが図 5-3

である。周囲大気圧を 101.325 [kPa]とした場合、初期半径の換算距離 0.01423

は、1.01325×105 [Pa]/(4/3)/(0.01423)3=8.4×109 N/m2=8.4 GJ/m3に相当し、

同様に初期半径の換算距離 0.2 は 3.0 MJ/m3 に相当する。三桁に及ぶエネルギ

密度の大きな違いに対して、得られた到着時間の差の比は、ほとんど同じ曲線

を描く。得られた到着時間の差の比の曲線がどのように利用できるかを示すた

め、爆発の発生時刻とある距離離れた地点での爆風到着時刻が記録できたとし

て、その記録と周囲音速から算出される爆風到着時刻の差の比が 0.01 であっ
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た場合を考える。図 5-3 から、右軸 0.01 から時間差の比のグラフへ水平に線を

引き、その交点から当該位置での換算距離が約 85 であることが分かる。また、

換算距離 85 に対応する爆風過圧は大気圧下で 0.1kPa を若干超える値となる

ことが示せる。この換算距離に対応する実際の距離を 1 km とした場合、爆発

のエネルギは 165 MJ に相当する。以上のように、爆ごうを伴う爆発の場合に

は、ほとんど爆発物に依存しない到着時間差の比によって爆発における諸元を

算出することが可能である。  

 

5.3.2 破裂の場合  

破裂の場合も式(3-6)を用いて、爆ごうを伴う爆発と同様の議論を行うことが

できる。図 5-4 には、図 3-7 に加えて、特性長 RRHを音速 c0 で除して特性時間

RRH/c0 で爆風到着時間を無次元化し、スケールされた初期半径 R0/RRH を 1 と

した場合を例として、式(5-4)を計算したものを右軸を用いて示した。爆風の減

衰とともに、M も小さくなり 1 に近づく。音波が初期半径 R0 から測定位置 R

まで伝わるのに必要な時間は(R-R0)/c0 で表される。この音波が到着する時間 ta

と、式(5-4)で表される爆風の到着時間 tS との差を音波が到着する時間で除して

得られる比  

 

RH

RH

RH0

RH0

/

/

/

/
2

0

RH

0

0S

11

1
log

2

1
11

RRC

RR

RRC

RRRR

CR

RR

ct 













































  (5-5) 

 

を計算し、図 5-5 に示した。爆風によって破壊が考えられる範囲として大気圧

下で過圧 0.6～60 kPa を想定すると、対応する Rankine-Hugoniot Scale によ

る換算距離は 0.01～1 程度になる。この範囲を上限として破裂が発生した場合

を想定して式(5-5)に従って様々な初期半径で計算を行ってみると、爆ごうを伴

う爆発で示されたような、単一の曲線にはならず、初期半径の大きさに影響を

受けたものとなる。したがって、爆ごうを伴う爆発の場合に述べたような簡単

な対応で爆発の諸元を算出することはできない。これは爆ごうを伴う爆発では
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産業災害で見られるような過圧範囲の爆風影響を及ぼす距離が十分に遠方と考

えることができるのに対して、破裂の場合には遠方と考えることができないと

いうことに対応する。ただし、以下の理由から実測された比に対して、最小の

換算距離を決定することが可能である。観測者の距離 R が破裂の初期半径 R0

に極めて近い場合を想定すると、式(5-5)の第二項は式(5-4)の微分にほかならず、

式(5-4)の被積分関数となる。このため破裂の極近傍においても、問題としてい

る比は有限の値をとり、その有限値よりも小さい比を示すような観測は起こら

ない。この限界を示す線も R=R0 のラベルを付けて図 5-5 に示した。これより

も小さい比を示すような観測は起こらないということは、換言すれば、測定さ

れた時間の比に対して観測位置のスケールされた距離が図 5-5 の R=R0 の線よ

りも左に来ることはないということである。  

以上を踏まえて、破裂における爆風の到着時間差の比による Rankine-

Hugoniot scale の距離スケール RRH の推算手順は次のようになる。  

(1)距離から音波の到着時間を計算する。  

(2)爆風の到着時間を計測する。  

(3)(1)と(2)で得られた時間の差を(1)の結果で除して比を計算する。  

(4)得られた比から換算距離の最小値を図 5-5 から求め、換算距離の最大値は適

当な値を仮定する。  

(5)換算距離範囲の端点と実距離から RRH の範囲を算出する。  

(6)初期半径と RRH から図 5-5 の中で用いる曲線範囲を絞り込む。  

(7)絞り込まれた範囲の曲線を用い、再度時間比との関係から換算距離の範囲を

決定する。  

(8)得られた新しい換算距離範囲を用いて、(5)から繰り返す。  

この手順によって距離スケール RRH を決定でき、そこから爆発の過圧を推定

できる。図 5-5 には、点線で手順(4)～(8)の一回分について示した。  

(4)における最大値の見積もりは、初期半径の換算距離が (4)求めた換算距離の

最小値を越えると、与えられた到着時間の差の比に該当する換算距離が存在し

ないことになるため、最大の換算距離は、求めた最小の換算距離の R/R0 倍以下

にできる。  
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5.4 爆風到着時間差の比の測定 [3] 

5.4.1 実験装置 

ここでは比較的簡単な装置を用いて、実際の爆風の到着時間を測定してその

差の比を計算し、爆風強度との関係を実験的に検証することを考える。破裂に

関する爆風の評価法を適用できる範囲は、爆ごうを伴う爆発に比べて初期圧が

低くなければならず、実験に大規模の容器を必要とするため、ここでは爆ごう

を伴う爆発についての検証を行った。  

図 5-6 に本研究で用いた爆発実験装置の全体図を示した。装置は机上に横置

きした 2 m の 25A 配管の一方を封鎖してスパークプラグを設置し内部の混合

気に着火できるようにした物である。他端は、シリコングリースによってアル

ミホイルを接着することで、内部混合気が外部に漏えいしないようにし、着火

爆発時には抵抗なく爆風が開放されるようにした。両端から 100 mm ずつ離れ

たバルブの一方から可燃混合気を導入して他方から内部の気体を押し出させる

ことを一定時間（5 秒程度）各実験前 2 回行い、内部の気体を置換した。爆発

させる混合気として水素－空気量論混合気(29.6 vol%)を用いた。着火された混

合気は、内部に設置された Shchelkin wire によって乱され、直ちに爆ごうに転

移して、2 m を伝播する間に定常伝播する爆ごうとなる。配管にはイオンプロ

ーブを設置し、電圧 25 V をかけたイオンプローブ内の電極の間が既燃ガスと

なった際に導通が起こることを利用して、火炎の到着を確認した。開放端から

着火端に向かって、100、500、900 mm の位置に PCB 社の圧力センサを、500、

900、1100 mm の位置にはイオンプローブを配置して爆ごう波伝播速度を測定

し、伝播速度がほぼ一定となっていることを確認した。爆ごう波の開放端通過

時刻を t =0 とおき、開放端から配管と 90 度方向の所定の距離(0.25、1.00、

2.50 m)に設置したペンシルタイプの PCB 社圧力センサ（137A23）が衝撃波を

記録した時間を tS とした。圧力センサの設置距離を周囲温度から算出される音

速で除して音の到着時間 ta とし、その値と先の tS との差t を tS で除して得ら

れる値が、本研究で必要となる時間差の比である。 
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5.4.2 結果 

250 mm 離れた位置での圧力の計測結果と管内のセンサの信号を図 5-7 に示

した。圧力センサに関しては感度がまちまちであるが、イオンプローブ共々、

到着時刻からは爆ごうが定常であることが読み取れる。水素空気混合気の当量

比=1.0 について CEA[8]の計算によって得られる爆ごうの伝播速度 1965.8 m/s

には及ばないが、いずれの実験でも管内では 1900 m/s 程度の伝播速度を示し

た。 

図 5-3 をさらに実用的にするため、換算距離を経由せずに換算圧力とガス爆

発による時間差の比とを直接対応させて図 5-8 に示した。図 5-8 上には実験で

得られた爆風到着時間差の比に対する爆風の換算圧力も同時に示した。最も爆

風到着時間差の比が大きいところでは、理論的に予測される値とずれているが、

これはセンサ直径や時間測定における誤差が相対的に大きいためだと考えられ

る。実用的には窓ガラスの破壊が始まる 1~10 kPa に相当する換算圧力

0.01~0.1 で理論と実験値がよく合っている。 

この時、図 5-3 のガス爆発による爆風到着時間差の比の理論値を用いて、実

験データをプロットしたのが図 5-9 である。ここでは大気圧から爆風に関与し

たエネルギをパラメータとしてデータ点と理論値が一致するように 0.27 kJ の

値を用いた。図 5-9 から実験時の実距離 2.5m は換算距離 18 に相当し、Sachs

の特性長は 2.5/18 = 0.14 m である。無論この値は、(270/101325)1/3 から算出

される値と等しい。2 m の配管内の水素-空気混合気量から計算されるエネルギ

量は 3.57 kJ であるが、その 7.6 %程が衝撃波面に乗って解放されたものであ

る。 

同じデータに、破裂による爆風の特性長推算法を適用した場合を以下では考

える。実距離 2.5 m での爆風到着時刻差の比は平均で 0.0337 である。この値

は、衝撃波到着時間 tS と音波の到着時間 ta の差t を tS で割るのではなく、ta

で割った値である。この値から 5.3.2 項の手順に従って、計算したのが表 5-1 で

ある。6 回の繰り返し計算によって、爆風到着時刻差の比の平均 0.0337 に対応

する換算距離は 31.2 で収束した。この際、爆風の初期半径は管の半径 0.014 m

として計算した。換算距離から爆風圧は 2 kPa になり、実測値のほぼ倍の値に
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なった。これは 3.3.6 で計算したとおり、爆ごうからの透過衝撃波が強いため、

本来減衰が-1 乗よりも速いにもかかわらず、式(3-6)を適用したため発生したと

考えられる。また、計算される Rankine-Hugoniot の特性長は 0.08、式(3-6)か

ら初期半径に相当する換算距離 0.175 で計算される爆風圧力は 0.34 MPa とな

る。 

 

5.5 爆発災害の記録装置  

5.4.2 項では圧力センサを用いて、爆風圧と爆風到着時刻を同時測定したが、

図 5-8 を用いれば爆風圧は爆風到着時刻の測定から計算可能である。具体的に

は 5.4.2項で見たような手順によって換算距離とスケールパラメータを計算し、

式(2-4)に 5.2 節で得たパラメータ=0.294、=1.15 を代入して換算距離 2.5 以

上の地点での爆風圧を計算することができる。また、初期半径が決めにくくと

も多点で計測することで、最も確からしい初期半径を推測することが可能であ

る。 

以上から、爆発災害の記録装置としては爆風の到着時間を記録できればよい。

もっとも単純な構成としては、マイク装置を何らかの記録計へ接続したもので

目的は達成できる。同じ記録計へ多点での測定が可能であれば、より確実であ

る。通常の PC のマイク端子でも 44.1 kHz のサンプリングレートを持ってお

り、時間分解能としてはその逆数、0.02 ms となる。また、昨今ハイレゾと呼

ばれる、より高周波数での録音も可能である。  

また、東日本大震災時の福島第一原子力発電所のように、爆発の瞬間をとら

えた映像がある場合、映像の撮影レートが 29.97 fps のインターレースである

とするなら、約 60 fps で各時点の画像を取得することが可能で、爆発を判断す

る時間的誤差として期待値 1/120 s が与えられる。t =0 に、この期待値程度の

誤差が含まれているので、有効数字二けたを得るため爆風到着時間は 0.8 s よ

り大きいことが期待され、常温の音速が 340 m/s であることから  270 m 以上

離れた位置での観測点として設置することが望ましい。  
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5.6 まとめ 

本章では、爆風の到着時間に着目して、爆発規模を推定する手法について検

討した。開放空間での爆燃からの爆風は音波として伝わることから、音速と比

べることによって、爆ごうを伴う爆発や破裂からの爆風と区別が可能である。

そのため、衝撃波の伝達速度に着目して、爆ごうを伴う爆発と破裂からの爆風

の理論的な取り扱いを整理し、爆ごうを伴う爆発の爆風の実験結果を用いて検

証した。その結果以下のことが分かった。  

(1)衝撃波の理論と、爆風過圧の近似式を用いることで、爆風の到着時間から爆

発の特性長を推定することが可能である。  

(2)爆ごうを伴う爆発の爆風で、爆風到着時間と音波の到着時間との差を爆風到

着時間で除した比は、爆発する物質の種類にほとんど依存しない。  

(3)破裂による爆風では、爆風到着時間と音波の到着時間との差を音波の到着時

間で除した比は、初期半径の換算距離に依存する。ただし、繰り返し計算によ

って実際の計測値から爆発の特性長を求めることは可能である。 

(4)爆ごうを伴う爆発の爆風については、実験の結果から、爆風到着時間と音波

の到着時間との差を爆風到着時間で除した比により正しく爆風過圧を見積もる

ことができる。  

(5)爆ごうを伴う爆発の爆風について、破裂の場合の爆発特性長推算法を適用し

た場合、過圧を過大に見積もる可能性がある。これは推算方法の前提として、

爆発の種類をあえて違えたためで、当然の結果である。逆に、一致しないこと

を以て爆ごうを伴う爆発と破裂とを区別することが可能になる。  
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Table5-1 An iteration calculation analysis of the experimental result as the 

bursting sphere blast.(time difference ratio=0.0337 at 2.5 m from 0.014 

mradius pipe) 

Iteration R/RRH  ｔS (ms) ratio 

1 

min R 7.245  - - - 

max R 1293.756  - - - 

min R0 0.041  0.270  0.007  - 

max R0 7.245  - - - 

2 

min R 7.245  0.966  6.452  - 

max R 34.039  0.993  32.859  0.0337  

min R0 0.041  0.270  0.007  - 

max R0 0.191  0.520  0.070  - 

3 

min R 30.913  0.992  29.757  0.0337  

max R 34.092  0.993  32.912  0.0337  

min R0 0.173  0.502  0.061  - 

max R0 0.191  0.520  0.070  - 

4 

min R 30.908  0.992  29.752  0.0337  

max R 31.226  0.992  30.067  0.0337  

min R0 0.173  0.502  0.061  - 

max R0 0.175  0.504  0.062  - 

5 

min R 31.194  0.992  30.035  0.0337  

max R 31.226  0.992  30.067  0.0337  

min R0 0.175  0.504  0.062  - 

max R0 0.175  0.504  0.062  - 

6 

min R 31.194  0.992  30.035  0.0337  

max R 31.197  0.992  30.039  0.0337  

min R0 0.175  0.504  0.062  - 

max R0 0.175  0.504  0.062  - 
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第6章 結論 

 

6.1 概要 

本論文は、水素による爆発災害における爆風過圧の影響範囲の予測・評価を

行うことを目的として、研究の主題を爆風の発生過程に立ち戻って検討したも

のである。その結果から、爆発を爆ごうを伴う爆発、破裂、開放空間における

爆燃の 3 種に分類して評価する必要性を論じ、その各々について水素空気混合

気を対象に爆風過圧の影響範囲を、爆発の特性長と爆風曲線の組み合わせによ

って考察した。これまで、爆ごうを伴う爆発によって語られてきた爆風の評価

に対する問題点を明確にし、爆風発生過程の推定を含めた爆発の特性長の推算

による爆風過圧の評価手法についても提案し考察した。  

本章は、本論文のまとめとして、各章で得られた知見を要約するととともに、

従来の爆風評価の取り扱いに対して、破裂、開放空間における爆燃について新

たに区分けすることの利点をまとめてむすびとした。  

 

6.2 各章の要約  

6.2.1 第 1 章の要約  

第 1 章は序論であり、本研究の目的と内容を記している。爆発現象の定義を

見た後、爆風による被害の発生について、東日本大震災に続いて起きた福島第

一原子力発電所の水素爆発に端を発して、労働災害に見られる爆発を概観した。

その結果から以下のことを示した。  

(1)労働災害における爆発は、従来研究されてきたようなエネルギ物質による爆

ごうを伴う爆発がまれであり、貯槽の破裂後、内容物と空気の混合による爆燃

の連鎖が多い。  

(2)爆発評価がリスク評価と災害調査にとって重要な要素である。  

(3)TNT 換算量に代表される爆発規模の比較は、起きてしまった爆発災害には

有効であるものの、事前評価には用いることはできず、災害調査においても爆

発に寄与した量との比較も熱量比を TNT 収率として事後に計算する後付けの

説明になってしまう。  
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6.2.2 第 2 章の要約  

第 2 章では、爆発研究の既往の研究を俯瞰し、従来の爆ごうを伴う爆発によ

る評価方法を確認した後、開放空間における爆燃の爆風被害について、爆ごう

を伴う爆発の説明を用いることの不適合さを説明し、昨今の計算機の高速化に

よる数値流体計算の可能性を述べた。その結果から以下のことを示した。  

(1)爆ごうを伴う爆発による爆風が、Sachs のスケール則により単一の爆風曲線

で表されるのであれば、爆発物の違いは単に爆風の発生距離の違いに還元され

る。 

(2)上記爆風の発生距離は、爆発した物質のエネルギ密度に直結している。  

(3)水素爆発を従来の爆ごうを伴う爆発による評価方法で評価した場合、初期混

合気半径の 129 倍の被災距離が想定される。  

(4)爆燃による爆風は、理論上火炎伝播速度に大きく影響を受ける。したがって

火炎伝播速度と爆風過圧の同時測定が必須である。  

(5)数値流体計算ではシナリオ一つ一つの検討にならざる得ない以上、リスクを

大局的にとらえるにも、災害調査において着火位置や拡散状況の不確かさから

計算機上で災害を再現することも難しい。  

 

6.2.3 第 3 章の要約  

第 3 章では、破裂による爆風を直接的に扱う方法について、Random-Choice

法による数値計算結果から検討した。その結果から以下のことを示した。  

(1)破裂時の圧力が高い極限では、爆ごうを伴う爆発の爆風曲線に収れんする。 

(2)逆に破裂時の圧力が低い場合には、爆ごうを伴う爆発の爆風曲線と異なり、

低い爆風圧を実際には与える。したがって、爆ごうを伴う爆発の爆風曲線で評

価すると爆風圧に関して過大評価になる。  

(3)新たに Rankine-Hugoniot のスケール則を導入することで、破裂時の圧力が

低い極限で単一の爆風曲線に収れんする。  

(4)Rankine-Hugoniot のスケール則の特性長を Sachs のスケール則の特性長と

比較することで(1)、(2)の説明が可能である。  
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(5)水素爆発を Rankine-Hugoniot のスケール則で評価した場合、初期混合気半

径の 1～195 倍の被災距離が想定される。  

 

 

6.2.4 第 4 章の要約  

第 4 章では、開放空間における爆燃による爆風を直接的に扱う方法について、

風船に混合気を詰めて爆発させる実験を通して、半開放条件においては Tang-

Baker の解析に、完全開放条件については Strehlow の解析に従って検討した。

その結果から以下のことを示した。  

(1)半開放条件での実験から水素爆燃による爆風は、参考文献に見られる爆風を

すべて比較しても Tang-Baker の解析結果の火炎伝播速度マッハ数 0.35 の爆

風曲線を超えない。  

(2)開放条件では、差分画像相関法によって、火炎伝播速度を恣意性なしにとら

えることができる。  

(3)爆風は最大火炎伝播速度を記録した部分で発生し、音波として伝わる。  

(4)火炎伝播速度を取り込んだ Strehlow のスケール則を導入することで、爆燃

に関する爆風曲線を得ることができる。  

(5)得られた評価方法から水素爆発を評価すると、半開放条件で初期混合気半径

の 72 倍、完全開放条件で 63 倍の被災距離が想定される。  

 

 

6.2.5 第 5 章の要約  

第 5 章では、爆風の到達時間に着目して、爆発の特性長を見積もる手法につ

いて検討した。その結果以下のことを示した。  

(1)爆ごうを伴う爆発の爆風では、爆風到着時間と音波の到着時間との差を爆風

到着時間で除した比は、爆発する物質の種類にほとんど依存せず、到着時間か

ら爆発の特性長を見積もることが可能である。  

(2)破裂による爆風では、爆風到着時間と音波の到着時間との差を音波の到着時

間で除した比は、初期半径の換算距離に依存するが反復計算によって爆発の特
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性長を見積もることが可能である。  

(3)爆ごうを伴う爆発の爆風の到着時間を測定する実験結果に、爆ごうを伴う爆

発での爆発の特性長推算法を適用した結果、爆風過圧に関して良好な一致をみ

た。 

(4) 爆ごうを伴う爆発の爆風の到着時間を測定する実験結果に、破裂での爆発

の特性長推算法を適用した結果、過圧が過大に見積もられた。これは推算方法

の前提として、爆発の種類をあえて違えたためで、逆に、一致しないことを以

て爆ごうを伴う爆発と破裂とを区別することが可能になる。  

 

 

6.3 むすび 

従来の爆風評価方法は、爆ごうを伴う爆発を基礎として、TNT 収率を適用す

ることで爆発災害等に適用されてきた。しかし、爆風の発生過程が爆ごうを伴

う爆発と異なる、破裂、開放空間における爆燃では過大な評価に陥りがちであ

り、TNT 収率を極端に小さく見積もる結論になってしまう。本論文では発生過

程を詳細に検討するともに、従来の研究を踏まえて正しく評価する方法につい

て述べた。その結果を利用することで、水素爆発について爆風過圧が大気圧の

0.01 倍を超える影響範囲について、爆ごうが考えられる場合で初期半径の 129

倍、破裂では容器耐圧に応じて 1~195 倍、開放空間における爆燃については 63

倍の被害範囲が考えられることを示すことができた。  
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